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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 第７期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

  ２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

３ 記載金額は千円未満を、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純

利益は小数点第２位未満を切捨てて表示しております。 

４ 平成17年７月１日付で、当社普通株式10株を１株に併合しております。 

５ 第８期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益、自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失で

あるため記載しておりません。 

６ 第８期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期

決算年月 平成14年６月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月

売上高 (千円) ― ― ― 3,679,646 4,289,141

経常利益又は経常損失
（△）

(千円) ― ― ― 127,638 △173,018

当期純利益又は当期純損
失（△）

(千円) ― ― ― 125,170 △1,145,321

純資産額 (千円) ― ― ― 3,801,206 8,768,084

総資産額 (千円) ― ― ― 4,627,835 9,276,258

１株当たり純資産額 (円) ― ― ― 5.23 46.94

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失（△）

(円) ― ― ― 0.18 △8.36

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― 0.16 ―

自己資本比率 (％) ― ― ― 82.1 94.4

自己資本利益率 (％) ― ― ― 3.6 ―

株価収益率 (倍) ― ― ― 555.5 ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― △1,861,597 △4,586,460

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― △226,053 △1,919,125

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― 1,206,000 6,002,073

現金及び現金同等物の 
期末残高

(千円) ― ― ― 562,066 58,554

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名) ― ― ―
22

〔60〕
16

〔－〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 第７期より連結財務諸表を作成しているため、第７期以降の持分法を適用した場合の投資利益、営業活動に

よるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現
金及び現金同等物の期末残高は記載しておりません。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 
３ 記載金額は千円未満を、１株当たり当期純利益又は当期純損失、１株当たり純資産額及び潜在株式調整後１
株当たり当期純利益は、小数点第２位未満を切捨てて表示しております。 

４ 平成16年２月１日付で、当社普通株式１株を1,000株に分割しております。また、平成17年７月１日付で、
当社普通株式10株を１株に併合しております。 

５ 第４期から第６期及び第８期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益、自己資本利益率及び株価収益率につ
いては、当期純損失であるため記載しておりません。 

６ 第５期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会平成14年９月25日企業会計基
準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する企業会計基準適用指針第４号」を適用しております。な
お、この変更による影響はありません。 

７ 第８期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９
日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号
平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期

決算年月 平成14年６月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月

売上高 (千円) 174,345 101,348 404,921 2,973,217 4,279,318

経常利益又は経常損失(△) (千円) △1,194,730 △888,777 △684,374 129,297 △73,503

当期純利益又は当期純損失
(△)

(千円) △2,653,978 △381,637 △707,696 126,948 △910,350

持分法を適用した場合 
の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 3,191,950 4,231,150 5,794,450 6,401,950 9,455,650

発行済株式総数 (株) 63,799 190,549 576,549,000 726,549,000 186,654,900

純資産額 (千円) △672,129 42,132 2,461,036 3,802,985 9,004,834

総資産額 (千円) 1,685,830 947,415 2,871,980 3,923,090 9,343,309

１株当たり純資産額 (円) △10,535.11 221.11 4.26 5.23 48.21

１株当たり配当額
(内１株当たり中間配当額) (円)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

  (―)

―

(―)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) △48,896.92 △2,631.35 △2.14 0.19 △6.64

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― 0.17 ―

自己資本比率 (％) △39.87 4.4 85.7 96.9 96.3

自己資本利益率 (％) ― ― ― 4.1 ―

株価収益率 (倍) ― ― ― 526.3 ―

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △940,383 △850,304 △1,121,005 ― ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △1,220,092 △80,040 △591,887 ― ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 2,096,690 958,761 3,116,600 ― ―

現金及び現金同等物の 
期末残高

(千円) 11,585 40,003 1,443,717 ― ―

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名) 11 7 9
20

〔60〕
10

〔－〕



２ 【沿革】 

  

 
  

年月 沿革

平成10年７月 東京都品川区に、インターネット及びコンピュータを利用した音楽の販売システムの開発及び販

売を目的として株式会社リキッドオーディオ・ジャパンを資本金50百万円をもって設立。

平成11年７月 東京都新宿区に本社を移転。

平成11年12月 東証マザーズに上場。

平成12年６月 知的所有権管理業務を目的として、東京都新宿区に株式会社ドリームライツを設立。

平成13年１月 子会社株式会社ドリームライツを解散。

平成13年６月 米国リキッドオーディオ・インク社との間で締結していたソフトウェア・ライセンス契約を解

除。

平成13年６月 東京都港区に本社を移転。

平成13年10月 商号を株式会社リキッドオーディオ・ジャパンから株式会社サイバー・ミュージックエンタテイ

ンメントへ変更。

平成15年１月 商号を株式会社サイバー・ミュージックエンタテインメントからニューディール株式会社へ変

更。

平成16年５月 株式会社日月会と絵画及び絵画関連商品取引並びに絵画及び絵画関連商品販売のフランチャイズ

店舗展開に関して業務提携。

平成16年７月 東京都新宿区に本社を移転。

平成16年７月 株式会社ルキナと風力発電システムの部品調達及び管理等に関して業務提携。

平成16年８月 ホットヨガ事業を開始。一号店として、ホットヨガスタジオReu 五反田店をオープン。

平成16年10月 アミューズメント施設への機器及び設備の販売を目的として東京都新宿区に、100％出資の子会

社、株式会社エヌディーサービスを設立。

平成17年12月 ホット・ヨガ事業にて、女性専用の新ブランド「HOTYOGA SALON LUBIE（ラビエ）」の展開を大

宮店、横浜店、立川店を皮切りに開始。

平成18年２月 不動産事業免許（免許証番号：東京都知事（１）第85411号）を取得し、リアル・エステイト事

業（不動産事業）を開始。

平成18年２月 ウインド・パワー事業（風力発電事業）において、株式会社ルキナとの業務提携契約を解除し、

株式会社日本再生エネルギーと新たに業務提携契約を締結。

平成18年４月 水素水の製造・販売を目的として東京都新宿区に、100％出資の子会社、エヌディーアクア株式

会社を設立。

平成18年６月 上海西友信息技術有限公司へ資本金の30％を出資、当社の持分法適用関連会社となる。



３ 【事業の内容】 

 当社グループ（当社および当社の関係会社）は、当社（ニューディール株式会社）および連結子会社２

社（株式会社エヌディーサービス、エヌディーアクア株式会社）および持分法適用関連会社１社（上海西

友信息技術有限公司）により構成されております。 

 また、業務提携先の株式会社日月会、株式会社フーガ、セイユーシステムズ株式会社、日本再生エネルギ

ー株式会社各社との連帯強化により事業を構築しております。 

 「美しさを創造する」を新たな企業コンセプトに定め、事業の選択と集中を進め、「ホット・ヨガ事

業」、「アート・ライフ事業」、「ウインド・パワー事業」を中核事業として展開しております。その

他、「リアル・エステイト事業」、「アミューズメント事業」、「アクア事業」、「映像DVD販売事業」、

「システムエンジニアリング事業」を行っております。 

 なお、事業の名称につきましては、従来の「ホットヨガ事業」、「絵画事業」、「風力発電事業」、

「不動産事業」、「CD・DVD販売事業」を「ホット・ヨガ事業」、「アート・ライフ事業」、「ウインド・

パワー事業」、「リアル・エステイト事業」、「映像DVD販売事業」にそれぞれ変更しております。 

 当連結会計年度における当社グループの事業区分は以下のとおりであります。 

  

(1) アート・ライフ事業 

当事業は、株式会社日月会（じつげつかい）との業務提携により事業を推進するものです。現在は、大

口契約の獲得や国内オークション、サザビーズ等の有名海外オークションへの出展などで安定的な売上を

確保しております。 

なお、今後、需要の高まりを見せる中国大都市現代絵画市場に販路を拡張することを目的とし、平成18

年７月には、上海に完全子会社「上海如徳利貿易有限公司」を設立し、同時に「上海茂名画廊」をオープ

ンさせ、中国の富裕層に対し、シャガールやルノアールなどの有名な原画を中心に販売を展開することに

よって、優良な顧客を獲得し安定した事業の展開を見込んでおります。 

  

 
  

(2) ホット・ヨガ事業 

当事業は、美容と健康を通じて社会貢献に寄与することを目的とし、米国で人気の高い「ホットヨガ」

を国内に導入したものであります。従来のヨガのポーズに筋力トレーニング要素を加味し、スタジオ内の

温度を約38度、湿度を65％に保つことにより発汗作用を促す「ホットヨガ」は、新陳代謝促進効果や老廃

物の除去等を通じ、身体強化のみならずボディメイク効果をも有しております。 

平成16年８月の「HOTYOGA STUDIO ReU（リュウ）」は、平成16年８月の五反田店オープン以来、女性を

中心に会員数を順調に伸ばし、現在、青山店、高田馬場店、横浜馬車道店、渋谷東口店、恵比寿東口店の

６店舗で展開しております。また、平成17年12月より、「HOTYOGA STUDIO ReU（リュウ）」は、株式会社

サンバリュウに運営業務を委託しております。 

事業区分 事業内容 事業部門

アート・ライフ事業

ビジネスモデル構築

当社アート・ライフ事業部     商品販売

販売営業活動

商品仕入れ 株式会社日月会



さらに、新たな取り組みとして、顧客ニーズを分析し、「もっとトータルに、美に必要なものすべてを

提供する」をテーマとし、ホット・ヨガを中心に美を追求する様々なアイテムを盛り込んだ女性専用の新

ブランド「HOTYOGA SALON LUBIE（ラビエ）」を、平成17年10月よりアートコム株式会社に運営委託し、

開始いたしました。「HOTYOGA SALON LUBIE（ラビエ）」は、平成17年12月の大宮店、横浜店、立川店の

オープンを皮切りに、千葉店、津田沼店、本厚木店、神楽坂店、六本木店、柏店、川崎店、北千住店、藤

沢店を出店し、首都圏で12店舗となり「美容と健康」を求めるお客様のご支援を頂き、会員数が確実に増

え続ける事業に成長いたしました。 

また、西日本を中心に展開しております「ホットヨガスタジオO（オー）」16店舗は、当社と別事業体

のアートコム株式会社が行っておりますが、当社が所有する「ホットヨガ」の登録商標使用料として、当

社はアートコム株式会社が展開するホットヨガ事業の売上の５％を受け取っております。 

更に来期中には、南関東、北関東、東海、東北、北海道への出店を順次予定しており、他ホットヨガ店

舗の買収も含めて、「日本最大のホット・ヨガチェーン」を形成することを目指しております。 

  

 
  

(3) 映像ＤＶＤ販売事業 

当事業は、業務提携会社である株式会社フーガと共に推進している事業であります。 

当初のインターネット店舗によるプロ・マニアサイトオーナー販売方式から、収益性の高い映像ＤＶ

Ｄの新規制作、販売を行っておりますが、大手メーカーの参入から当社シェアが低下し、当初計画の売

上には至りませんでした。現在は採算性の観点から大幅な事業の見直しを図っております。 

  

 
  

(4) リアル・エステイト事業 

当事業は、将来的に有効価値のある不動産物件を購入し、資産価値を高めて賃貸または売却する事業で

あります。 

平成18年２月に不動産事業免許（免許証番号：東京都知事(１)第85411号）を取得し、関西地区を中心

に優良物件の取得に注力し、その運用及び事業を開始いたしました。 

 
  

事業区分 事業内容 事業部門

ホット・ヨガ事業

ビジネスモデル構築
当社ホット・ヨガ事業部

スタジオ運営委託

スタジオ運営 株式会社サンバリュウ

アートコム株式会社

事業区分 事業内容 事業部門

映像ＤＶＤ販売事業

ビジネスモデル構築

当社新規事業開発室市場リサーチ

制作支援

ビジネスモデル構築支援

株式会社フーガＣＤ・ＤＶＤ制作販売

販路拡大営業

 
事業区分 事業内容 事業部門

リアル・エステイト事業
不動産価値鑑定

当社リアル・エステイト事業部不動産物件の購入、販売、賃貸、
仲介



(5) アミューズメント事業 

当事業は、当社の連結子会社である株式会社エヌディーサービスが主となって推進するアミューズメン

ト設備の販売事業であります。 

従来に無かった割賦手形のための保険を構築し、アミューズメント施設から振り出される割賦手形に保

険を付け、銀行で現金化してアミューズメント機器を購入し、アミューズメント施設に納入する事業スキ

ームであります。 

  

 
  

(6) その他事業 

① ウインド・パワー事業 

当事業は、新エネルギーとして注目の集まる風力発電業界へ参画するものであります。当社と業務提

携を行う日本再生エネルギー株式会社は、直線翼垂直水平軸型風車を用いた中型の風力発電システムを

開発いたしました。 

この機種は、大型プロペラ式に対して設置場所の制約が少なく、内陸地でも設置可能という特徴を持

っています。また、発電能力もマイクロ風力発電装置や大型プロペラ式発電装置の中間モデルにあた

り、風力発電先進国に対しても競争力を持つことになります。 

当社は、風力発電設備の主要な部品を調達し、日本再生エネルギー社へ納入いたします。また、日本

再生エネルギー社が製造した風力発電設備を当社が開拓した販路に向けて販売いたします。 

現在、試作機が４台完成しており、近日中に試作機を公衆用地に設置する予定です。この４台の試験

運転を行い、安全性を確認した後、本格的な販売を開始いたします。 

  

 
  

② システムエンジニアリング事業 

当事業は、日本と比較して人件費の安価な中国人労働力を活用し、日本のソフトハウスに対して優秀

な中国人システムエンジニアを提供する事業であります。 

現在は、中国側の人的資産選定と日本側の受け入れ態勢が整い、順調に推移しております。 

  

 
  

事業区分 事業内容 事業部門

アミューズメント事業

コンサルティング活動 当社新規事業開発室    

販売促進営業活動
株式会社エヌディーサービス

保険会社・銀行との調整業務

事業区分 事業内容 事業部門

ウインド・パワー事業

ビジネスモデル構築

当社ウインド・パワー事業部    コンサルティング及びリサーチ

部品調達選定及び契約

風力発電システム開発・販売 日本再生エネルギー株式会社

事業区分 事業内容 事業部門

システムエンジニアリング事業

ビジネスモデル構築
当社システムエンジニアリング 
事業部 

国内営業活動

プロジェクトマネジメント

中国人エンジニア選定 上海西友信息技術有限公司

中国人エンジニア招聘 セイユーシステムズ株式会社



③ アクア事業 

当事業は、新たに需要の高まっている「水素水」を製造・販売することを目的とし、当社の連結子会

社であるエヌディーアクア株式会社が主となって推進する事業であります。 

当該子会社は、過飽和状態の高濃度の水素を中性で長期間溶存できる特許技術を持つ企業と技術提携

し、一般で販売されているバブリング方式では為し得ないハイレベルで安全かつ高性能の水素水を製造

いたします。 

また、水素水製造工場も、予定通り当第４四半期に稼動を開始し、当社が運営するホット・ヨガ事業

ならびにフィットネススタジオ、通信販売、テレビショッピングなどを通じて直接販売するだけでな

く、販売代理店の募集も行って、売上増加を図ってまいります。 

  

 
  

  

なお、インターネット関連広告のバナー広告事業、中国の携帯電話へのモバイル・コンテンツ事業、高

級ブランド専門の販売促進モールであるドレッシーネット事業、「養蜂堂」ブランド健康食品の販売支援

業務を行う健康食品事業は、事業の選択と集中の結果、採算性の問題から当連結会計年度をもって事業を

中止いたしました。 

  

事業区分 事業内容 事業部門

アクア事業
水素水の製造、販売

エヌディーアクア株式会社
代理店募集



 事業系統図は次の通りであります。 

  

 



４ 【関係会社の状況】 

 
  

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成18年６月30日現在) 

 
(注) １ 従業員は就業人員であります。 

２  従業員数が最近１年間において、６名減少いたしましたのは、アート・ライフ事業およびその他

事業のアクア事業の増員はあったものの、主としてホット・ヨガ事業の業務運営委託契約に伴う

転籍による減少であります。 

３  臨時従業員が最近１年間において、60名減少いたしましたのは、ホット・ヨガ事業の業務運営委

託契約に伴う転籍による減少であります。 

  

名称 住所
資本金 

（千円）
主要な事業内容

決議権の所
有割合又は 
被所有割合 
(％)

関係内容

（連結子会社）

株式会社エヌデ

ィーサービス

東京都新宿区 50,000

アミューズメント施

設への機器及び設備

の販売

100.0
役員の兼任２名 

資金援助あり

（連結子会社）

エヌディーアク

ア株式会社

東京都新宿区 50,000
水素水を含む飲料水

の製造ならびに販売
100.0

役員の兼任３名 

資金援助あり 

設備の賃貸あり

（持分法適用関 
 連会社）

上海西友信息技

術有限公司

中国上海市 41,400

システム開発、ソフ

トウエア開発及び機

器販売

30.0 ―

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

アート・ライフ事業 ３

ホット・ヨガ事業 １

映像ＤＶＤ販売事業 １

リアル・エステイト事業 １

アミューズメント事業 ３

その他事業 ４

管理部門 ３

合計 16



(2) 提出会社の状況 

(平成18年６月30日現在) 

 
(注) １ 従業員は、当社からエヌディーアクア株式会社への出向者３名を除いた就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３  従業員数が最近１年間において、10名減少いたしましたのは、主としてホット・ヨガ事業の業務

運営委託契約に伴う転籍および連結子会社でありますエヌディーアクア株式会社への出向による

減少であります。 

４  臨時従業員が最近１年間において、60名減少いたしましたのは、ホット・ヨガ事業の業務運営委

託契約に伴う転籍による減少であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好でございます。 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

10 38.9 0.9 3,698



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度の概要（平成17年７月１日から平成18年６月30日まで） 

当連結会計年度における我が国の経済は、原油価格の高騰等不透明感が残るものの、全体としては企

業収益の改善や設備投資の増加、個人消費の堅調さに支えられ景気全般に回復基調が見られました。政

府および日銀も、景気基調判断を昨夏の「踊り場脱却」から、「緩やかな回復」、「回復している」と

上方修正しました。 

当社グループを取り巻く環境は、絵画業界においては、日本での個人消費としての絵画購入こそ減少

傾向にあるものの、世界各地のオークションは盛況で、ピカソやゴッホの作品が過去最高額で落札され

話題となりました。また、中華人民共和国でも北京オリンピックや上海万博を控えた好景気に支えら

れ、絵画ブームを背景に高額での落札も見受けられます。 

一方、ヨガ産業につきましては、生活者の健康志向が一層高まる中、各地でヨガスタジオの開発が相

次いでおり、現在の日本での参加人口は約30万人、市場規模は約180億円とも言われています。2015年

には447万人、2,684億円に達するとの調査報告（BRICs経済研究所）もあり、今後、市場の成長が大い

に期待されます。 

また、自然エネルギー関連産業に関しては、平成17年２月16日に地球温暖化対策としての京都議定書

が発効されたことにより、自然エネルギーに対する機運が高まっております。 

このような環境の中、当社グループは「美を創造する」を企業コンセプトに定め、事業の選択と集中

を進め、「アート・ライフ事業」、「ホット・ヨガ事業」、「リアル・エステイト事業」を中核事業と

いたしました。また、当連結会計年度を黒字定着の年度と定めた中期３ヵ年計画に則り、不採算事業の

見直しおよび中止等を行いました。 

その結果、当連結会計年度の業績は、売上高4,289百万円（前年同期比16.6％増）、営業損失34百万

円（前連結会計年度は営業利益135百万円）、経常損失173百万円（前連結会計年度は経常利益127百万

円）となり、特別損失927百万円を計上しました結果、当期純損失は1,145百万円（前連結会計年度は当

期純利益125百万円）となりました。 



なお、当連結会計年度における各事業の種類別セグメントの概況は次のとおりであります。 

（アート・ライフ事業） 

従来の「絵画事業」より事業の名称を変更いたしました。 

大口顧客の獲得による販売網の確立と、文化価値の高い絵画をサザビーズ等の世界的に有名なオーク

ションへ出品することにより、安定的な売上を確保しております。また、平成18年７月には、上海に完

全子会社「上海如徳利貿易有限公司」を設立し、同時に「上海茂名画廊」もオープンいたしました。 

その結果、当連結会計年度の売上高は2,113百万円（前年同期比14.3％減）、営業利益は367百万円

（前年同期比33.7％減）となりました。これは、高額原画の取扱件数が前年比減少したことによるもの

であります。 

  

（ホット・ヨガ事業） 

従来の「ホットヨガ事業」より事業の名称を変更いたしました。 

昨今のヨガブームに乗じ、当連結会計年度は女性専用の新ブランド「HOTYOGA SALON LUBIE（ラビ

エ）」の展開を開始し、12店舗（大宮店、立川店、横浜店、千葉店、津田沼店、本厚木店、六本木店、

神楽坂店、柏店、北千住店、川崎店、藤沢店）を新規オープンさせ、既存ブランドの「HOTYOGA STUDIO 

ReU（リュウ）」の６店舗と併せて、合計18店舗まで拡大いたしました。 

その結果、当連結会計年度の売上高は877百万円（前年同期比391.3％増）、営業損失は43百万円（前

連結会計年度は営業利益0.8百万円）となりました。これは、設備投資先行による出店コストの増加を

吸収できなかったことによるものであります。 

（映像DVD販売事業） 

従来の「CD・DVD販売事業」より事業の名称を変更いたしました。 

大手メーカーの参入から当社シェアが低下し、当初見込みの売上には及びませんでした。現在は採算

性の観点から大幅な事業の見直しを図っております。 

その結果、当連結会計年度の売上高は23百万円（前年同期比85.3％減）、営業利益５百万円（前年同

期比83.4％減）となりました。 

（リアル・エステイト事業） 

従来の「不動産事業」より事業の名称を変更いたしました。 

平成18年２月に不動産事業免許（免許証番号：東京都知事(１)第85411号）を取得し、関西地区を中

心に優良物件の取得に注力し、その運用及び売買を開始いたしました。 

その結果、当連結会計年度の売上高は1,240百万円、営業利益は601百万円となりました。 

（アミューズメント事業） 

第４四半期に取得を予定しておりました財団法人保安電子通信技術協会によるアミューズメント機器

の製造許可がずれ込んだことにより、新規売上を計上するには至りませんでした。 

その結果、当連結会計年度の営業損失は60百万円（前連結会計年度の営業損失１百万円）となりまし

た。 

 

 

 

 



（その他事業） 

・ウインド・パワー事業 

従来の「風力発電事業」より事業の名称を変更いたしました。 

直線翼垂直水平軸型風車を用いた中型風力発電システムの試作機が４台完成しており、公衆用地へ

設置する予定です。このため、新規売上を計上するに至りませんでした。 

  

・システムエンジニアリング事業 

中国側の人的資産選定と日本側の受け入れ態勢が整い、順調に推移しております。 

・アクア事業 

水素水製造工場は当第4四半期に稼働を開始いたしました。展示会等で知名度を上げるとともに、

フィットネススタジオ、通信販売など販路の拡大に注力し、販売代理店の募集も行っております。 

  

その結果、その他事業における当連結会計年度の売上高は33百万円（前期比79.8％減）、営業損失は

15百万円（前連結会計年度は営業損失43百万円）となりました。 

なお、インターネット関連広告のバナー広告事業、中国の携帯電話へのモバイル・コンテンツ事業、

高級ブランド専門の販売促進モールであるドレッシーネット事業、「養蜂堂」ブランド健康食品の販売

支援業務を行う健康食品事業は、事業の選択と集中の結果、採算性の問題から当連結会計年度をもって

事業を中止いたしました。 

 

 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金および現金同等物（以下「資金」という。）は、58百万円となり、前連

結会計年度末に比べ503百万円の減少となりました。 

また、当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により当連結会計年度に減少した資金は4,586百万円（前年同期は1,861百万円の減少）とな

りました。 

これは、税金等調整前当期純損失1,090百万円を計上したことおよびアート・ライフ事業などの売上

増に伴う売上債権の増加1,454百万円、アート・ライフ事業の売上増を図るためのたな卸資産の増加

2,764百万円などによる積極的な営業活動によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により当連結会計年度に減少した資金は1,919百万円（前年同期は226百万円の減少）となり

ました。 

これは、貸付による支出258百万円、投資不動産の購入およびホットヨガスタジオまたはサロンの店

舗開設等による有形固定資産の取得による支出1,556百万円、保証金の支払172百万円などがあったこと

によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により当連結会計年度に増加した資金は6,002百万円（前年同期は1,206百万円の増加）とな

りました。 

これは、新株予約権行使に伴う株式の発行による収入6,002百万円によるものです。 

当企業集団のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 
(注)  自己資本比率           : 自己資本   / 総資産 

  時価ベースの自己資本比率     : 株式時価総額 / 総資産 

  債務償還年数           : 有利子負債  / 営業キャッシュ・フロー 

  インタレスト・カバレッジ・レシオ : 営業キャッシュ・フロー / 利払い 

 1. 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出して

おります。 

 2. 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・

フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち

利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キ

ャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 3. 債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオは営業キャッシュ・フローがマイナ

スのため記載しておりません。 

 

 

 

 

平成１7年６月期 平成１8年６月期

自己資本比率(％) 82.1 94.4

時価ベースの自己資本比率(％) 157 86.5

債務償還年数(年) - -

インタレスト・カバレッジ・レシオ - -



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

  

(1) 生産実績 

該当事項はありません。 

  

(2) 受注状況 

該当事項はありません。 

  

(3) 商品仕入実績 

当連結会計年度の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １  金額は仕入価格によっております。 

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３  事業区分の名称につきましては、従来の「絵画事業」、「CD・DVD販売事業」、「不動産事業」を「アー

ト・ライフ事業」、「映像DVD販売事業」、「リアル・エステイト事業」にそれぞれ変更しております。 

  

(4) 販売実績 

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １  事業区分の名称につきましては、従来の「絵画事業」、「ホットヨガ事業」、「CD・DVD販売事業」,「不  

動産事業」を「アート・ライフ事業」、「ホット・ヨガ事業」、「映像DVD販売事業」、「リアル・エステ

イト事業」にそれぞれ変更しております。 

事 業 の 種 類 別
セ グ メ ン ト の 名 称

前連結会計年度 当連結会計年度

(自 平成16年７月１日 (自 平成17年７月１日 対前年同期比

 至 平成17年６月30日)  至 平成18年６月30日)

金額（千円） 金額（千円） 増減（％）

アート・ライフ事業 1,865,331 1,693,349 9.3

アミューズメント事業 665,000 ― ―

映像DVD販売事業 80,686 18,424 △77.2

リアル・エステイト事業 ― 637,009 ―

合  計 2,611,018 2,348,782 △10.0

事 業 の 種 類 別
セ グ メ ン ト の 名 称

前連結会計年度 当連結会計年度

(自 平成16年７月１日 (自 平成17年７月１日 対前年同期比

 至 平成17年６月30日)  至 平成18年６月30日)

金額（千円） 金額（千円） 増減（％）

アート・ライフ事業 2,465,602 2,113,328 △14.3

ホット・ヨガ事業 178,593 877,515 391.3

映像DVD販売事業 160,956 23,670 △85.3

リアル・エステイト事業 ― 1,240,635 ―

アミューズメント事業 706,429 ― △100.0

その他事業 168,065 33,991 △79.8

合  計 3,679,646 4,289,141 16.6



２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりです。 

 
(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

相 手 先

前連結会計年度 当連結会計年度

（自 平成16年７月１日 （自 平成17年７月１日

  至 平成17年６月30日）   至 平成18年６月30日）

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

株式会社シーエスエム 857,142 23.3 ― ―

株式会社為 738,095 20.1 ― ―

有限会社ギャラリーアンピール 708,571 19.3 ― ―

株式会社パワーオブドリーム 700,000 19.0 ― ―

株式会社ドクターＢｅｅ ― ― 1,350,467 31.5

株式会社ケイエス ― ― 1,000,000 23.3

井伊孝友 ― ― 761,904 17.8



３ 【対処すべき課題】 

当社グループの最重要課題は、経営体質の改善に伴う安定した黒字化実現であります。そのためには

「新たな顧客価値の創造」と「グループ競争力の強化」が何よりも重要であると捉えております。 

 顧客価値の創造については、お客様のニーズを先取りし、サービス力や商品力を高めていくことが重

要です。そのためには、お客様の立場に立って、新たに価値を積極的に掘り起こし、提案してまいりま

す。 

 一方、個々の事業の収益力を高めることに加え、事業の選択と集中をさらに徹底することによって、

経営の効率化を図ってまいります。さらに、これまでの成長のための先行投資の成果を収益に結びつけ

事業基盤の一層の強化に取り組んでまいります。 

 そして、創出した利益を成長企業に積極的に振り向けることによって、売上と利益を拡大し、競争力

の強化と更なる企業価値の増大を図ってまいります。 

４ 【事業等のリスク】 

当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載いたしま

す。また、当社グループとして必ずしも事業上のリスクと考えていない事項についても、投資家の投資

判断の上、あるいは当社グループの事業活動を理解する上で重要と考えられる事項については、投資家

に対する積極的な情報開示の観点から記載しております。当社グループはこれらリスクの発生の可能性

を認識した上で、発生の回避および発生した場合の対応に努め、事業活動を行っております。 

当社株式に対する投資判断は、以下の特別記載事項及び本項以外の記載事項も併せて、慎重に検討し

た上で行われる必要があると考えられます。また、文中の将来に関する内容については、当連結会計年

度末現在における判断に基づくものであります。 

① 財政状態に関するリスク 

当社グループは、当連結会計年度に1,145,321千円と多額の当期純損失を計上しております。また、

営業活動によるキャッシュ・フロー面においても、4,586,460千円の減少となり前連結会計年度に引続

き、継続的に営業活動によるキャッシュ・フローのマイナスが続いております。これにより、当社グル

ープは継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。 

当連結会計年度は、平成16年６月期から実施の中期３ヵ年計画最終年度であることを踏まえ、黒字定

着の年度と考え努力してまいりました。事業の選択と集中を行った結果、基幹事業としての「アート・

ライフ事業」及び「ホット・ヨガ事業」、新規事業としての「リアル・エステイト事業」も、概ね順調

に推移し、個別業績での営業利益黒字化には貢献いたしましたが、連結業績では営業利益及び経常利益

とも赤字となりました。 

 

 



また、事業基盤の強化を図るために実施した平成17年９月13日第５回新株予約権の権利行使を終え、

平成18年６月８日第７回新株予約権も予約権の払い込みも完了しております。資金面では、ホット・ヨ

ガ事業の売上が順調に推移している外、土地売却代金10億円が平成18年７月上旬に回収になったことお

よび絵画売掛金の回収８億円が平成18年９月にあることから、新規事業を含めた運転資金ならびに設備

資金は十分確保されております。 

 当社グループは、当該状況を鑑み、財務体質の更なる改善と、安定的な黒字化、累積赤字の解消、株

主の皆様への配当を行うべく、第２次中期３ヵ年計画「プロジェクト10Ｂ」を設定いたしました。当該

「プロジェクト10Ｂ」では、連結売上100億円、経常利益10％を目標に掲げ、現在の収益基盤事業の更

なる拡充、「美しさを創造する」という企業コンセプトに基づいた新規事業の導入、「戦える軍団」と

しての企業体質への転換を目指してまいります。そのため、各事業ごとに担当役員を選任し、売上と利

益を確保することを最重要課題とし、社員一人一人にもその意識を徹底させてまいります。 

具体的には、アート・ライフ事業部については、平成18年７月15日に「上海茂名画廊」をオープンさ

せ、中国の富裕層に対して販売を伸ばしていくほか、世界的に有名なオークションへ定期的に出品し、

安定した売上を確保してまいります。 

 ホット・ヨガ事業について、質量ともに「日本最大のホットヨガチェーン」を目指し、買収も視野に

入れた新規店舗の出店、更なるサービス内容の充実を図ってまいります。平成18年８月には吉祥寺、春

日部への出店をはじめ、北関東、東北、北海道に出店してまいります。平成18年７月には会員向けのコ

ミュニケーションツールとして季刊情報誌「O!LUBIE（オー！ラビエ）」を創刊いたしました。 

② 事業収益に関するリスク 

当社グループは、黒字定着化と累積赤字の解消、事業基盤の確立を図るべく、最大限の努力をしてお

ります。 

現在、ホット・ヨガ事業については、当面の売上高、経費、人員計画に関わる経営計画を策定する根

拠が得られ、収益の見通しに重大な差異が生じる可能性は低い状態ですが、アート・ライフ事業、リア

ル・エステイト事業については、美術作品あるいは不動産物件により、また景気の急激な動向により、

当社が想定する売上高、収益の見通しに重大な相違が生じ、当社グループの業績及び財政状態に重要な

影響を及ぼす可能性があります。 

また、当社は収益改善のため、「美しさを創造する」のコンセプトに基づいた更なる新規事業を積極

的に展開してまいります。その展開においては、十分な検討と慎重な判断のもとに遂行してまいります

が、予想しない支出、投資が発生し、当社グループの業績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性が

あります。 

③ 多数の顧客を収納する営業施設等における災害等の発生に関するリスク 

ホット・ヨガ事業におけるスタジオやサロン、アート・ライフ事業における上海茂名画廊、リアル・

エステイト事業における不動産物件等、当社グループは、多数の顧客を収納する営業施設において営業

を行っており、それらの施設において、災害、衛生上の問題など顧客の安全に関わる予期せぬ事態が発

生しないという保証はありません。万一、そのような事態が発生した場合、その規模等によっては、当

社グループの業績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 

 



５ 【経営上の重要な契約等】 

 業務提携基本契約 

 
  

 
(注) 本契約は、解約合意に至ったため、平成18年２月23日付で契約を解消いたしました。 

  

 業務受託契約 

 
(注) １  平成15年４月23日に締結した独占業務受託契約を平成16年８月30日から通常業務受託契約に変更しておりま

す。 

２ 本契約は、平成18年８月29日に契約期間が満了となりましたので、解消いたしました。 

  

 
(注)  本契約は、平成18年４月24日に契約期間が満了となりましたので、解消いたしました。 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

契約会社名 相手の名称 契約品目 契約内容 契約期間

ニューディール
株式会社

日本再生エネル
ギー株式会社

風力発電システ
ム

１.部品の調達及び管理
２.高効率蓄電器の供給
３.コンサルティング業務

平成18年２月23日から 
平成21年２月22日まで

契約会社名 相手の名称 契約品目 契約内容 契約期間

ニューディール
株式会社

株式会社ルキナ 風力発電システ
ム

１.部品の調達及び管理
２.高効率蓄電器の供給
３.コンサルティング業務

平成16年７月21日から 
平成18年７月20日まで

契約会社名 相手の名称 契約品目 契約内容 契約期間

ニューディール
株式会社

MPEON ASIA 
co., Ltd． 
(中国)

日本製コンテン
ツ

日本製コンテンツの中国
市場向け配信

平成16年８月30日から 
平成18年８月29日まで

契約会社名 相手の名称 契約品目 契約内容 契約期間

ニューディ
ール株式会
社

Beijing Sina Internet 
Information Service 
Co.,Ltd. (中国)

日本製コンテン
ツ

日本製コンテンツの中
国市場向け配信

平成17年４月25日から 
平成18年４月24日まで



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したもので

あります。 

  

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づ

いて作成されております。この連結財務諸表の作成にあたっては、経営者による会計方針の選択・運

用、資産・負債及び収益・費用の報告金額及び開示に見積りが必要とされております。経営者は、こ

れらの見積りについて過去の実績等を勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積り特

有の不確実性があるため、これらの見積りと大きく異なる可能性があります。 

  

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

当社グループの当連結会計年度の売上高は、アート・ライフ事業が法人取引を中心に順調に推移し

たほか、健康関連事業として展開しているホット・ヨガ事業は、既存ブランドの「HOTYOGA STUDIO 

Reu（リュウ）」に加え本年度は女性専用の新ブランド「HOTYOGA SALON LUBIE（ラビエ）」を積極

的に展開、時流に乗り会員数も確実に増加しております。また、本年度から開始した新規事業のリア

ル・エステイト事業も滑り出し好調に推移しております。映像DVD販売事業は大手メーカーの参入か

らシェアが低下しており採算面から事業の見直しを行っております。なお、連結子会社が運営するア

ミューズメント事業は、第４四半期に取得を予定しておりました財団法人保安電子通信技術協会のア

ミューズメント機器の製造許可がずれ込んだことから今期の売上が計上できず、売上高は4,289百万

円となりました。 

 一方損益につきましては、全面的なコストの見直しと不採算事業の見直しと中止を行ってきました

が、減損会計の導入に伴う減損損失、売上債権の見直しによる貸倒引当金繰入による特別損失927百

万円を計上したことから当期純損失1,145百万円となりました。 

  

① 売上高 

アート・ライフ事業の売上高は法人取引を中心に2,113百万円、健康関連事業として積極的に店

舗展開をしているホット・ヨガ事業の売上高は877百万円、新規事業のリアル・エステイト事業も

滑り出し好調で売上高は1,240百万円、映像DVD販売事業の売上高はシェア低下により23百万円、そ

の他事業の売上高は33百万円となりました。 

  

② 売上原価、販売費および一般管理費 

売上原価はアート・ライフ事業、リアル・エステイト事業の仕入れおよび映像DVD販売事業の制

作費などにより2,644百万円となりました。 

 販売費および一般管理費は全面的なコスト見直しによる経費圧縮に努めてまいりましたが、ホッ

ト・ヨガ事業の積極的な店舗展開に伴う地代家賃の増加、株式併合に伴う上場関連費用の増加、売

上債権増加による貸倒引当金繰入等により1,679百万円となりました。 



③ 営業外収益、営業外費用 

営業外収益は９百万円、営業外費用は147百万円となりましたが、その主なものは株式発行費101

百万円、貸倒引当金繰入額18百万円等によるものであります。 

  

④ 特別利益、特別損失 

特別利益は10百万円、特別損失は927百万円となりましたがその主なものは、売上債権の見直し

による貸倒引当金繰入額591百万円、減損会計の導入に伴う減損損失292百万円等によるものであり

ます。 

  

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社グループの基幹事業であるホット・ヨガ事業を取り巻く環境は、時流に乗っていることから今

後も市場拡大が見込まれていますが、新規参入業者の増加による競争の激化に加え、岩盤浴やゲルマ

ニウム温浴等のデトックス市場との競争も増しております。しかしながら、引き続き詳細な顧客ニー

ズの収集と分析のもと、新しい顧客価値を創造し、競合他社との差別化を図って参ります。 

また、アート・ライフ事業やリアル・エステイト事業に関しましては、４ 事業等のリスクに記載

のとおり、美術作品や不動産物件により、また景気の動向により経営成績に重要な影響を与えると考

えております。 

ウインド・パワー事業を取り巻く環境は、自然エネルギーに対する機運が高まっておりますが、安

全性と効率性の向上という技術的なハードルが高いだけでなく、開発企業も乱立している厳しい状況

です。試作機が４台完成しており、近日中に公衆用地に設置する予定ですが、試験運転を重ね、絶対

的な安全性を確保するのに時間を要することが見込まれます。 

  

(4) 戦略的現状と見通し 

当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえて、「美しさを創造する」をコンセプト

に、事業拡大による業績を確立することが最大の課題といえます。 

ホット・ヨガ事業では、関東を中心に２ブランドで18店舗を運営しております。今後も、新店舗の

拡大、顧客満足度の向上、新サービスの提供等に努め、「日本最大のホットヨガチェーン」を目指し

て参ります。さらに、「美と健康」に係わる付帯事業の拡大や、他企業とのコラボレーションによる

幅広い事業展開を行って参ります。 

また、アート・ライフ事業に関しましては、大型作品だけでなく、「上海茂名画廊」における小売

販売を充実させ、リアル・エステイト事業では不動産物件の売買だけでなく、確実な収益物件の獲得

に注力して参ります。 

グループ企業である株式会社エヌディーサービスが推進しておりますアミューズメント事業は、財

団法人保安電子通信技術協会によるアミューズメント機器の製造許可がずれ込んでおりましたが、第

２四半期までには許可がおりて販売が開始できる見通しであります。 



プレミアムジーンズ「TRUE RELIGION（トゥルーレリジョン）」を扱う株式会社ジャメリック・ジ

ャパンにつきましても、平成18年８月中には会社設立を完了し、平成18年10月よりの売上を見込んで

おります。 

以上により、平成19年６月期は売上高83.7億円、経常利益７億円、純利益８億円を見込んでおりま

す。なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成18年６月30日）現在において、当社

グループが判断したものであります。 

  

(5) 資本の財源及び資金の流動性の分析 

① キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は、58百万円

であります。 

営業活動により当連結会計年度に減少した資金は4,586百万円となりました。 

 これは、税金等調整前当期純損失1,090百万円を計上したことおよびアート・ライフ事業などの

売上増に伴う売上債権の増加1,454百万円、アート・ライフ事業の売上増を図るためのたな卸資産

の増加2,764百万円などによる積極的な営業活動によるものです。 

投資活動により当連結会計年度に減少した資金は1,919百万円となりました。 

 これは、貸付による支出258百万円、投資不動産の購入およびホットヨガスタジオまたはサロン

の店舗開設等による有形固定資産の取得による支出1,556百万円、保証金の支払172百万円などがあ

ったことによるものであります。 

財務活動により当連結会計年度に増加した資金は6,002百万円となりました。 

 これは、新株予約権行使に伴う株式の発行による収入6,002百万円によるものであります。 

  

② 資金需要について 

事業基盤の強化を図るために実施した平成17年９月13日第５回新株予約権の権利行使を終え、平

成18年６月８日第７回新株予約権も予約権の払い込みも完了しております。資金面では、ホット・

ヨガ事業の売上が順調に推移している外、土地売却代金10億円が平成18年７月上旬に回収になった

ことおよび絵画売掛金の回収８億円が平成18年９月にあることから、新規事業を含めた運転資金な

らびに設備資金は十分確保されております。 

  

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループは、「美しさを創造する」をコンセプトに、事業の選択と集中による競争力の強化を

最重要課題として、中核事業の確立と人創りに尽力して参りました。しかし、当社グループをめぐる

経営環境は、少子高齢化の進展や原油価格の高騰、各事業分野における競争の激化など、これまで以

上に厳しくなることが想定されます。また、株主の皆様、お客さまから寄せられる要望もますます高

度化、多様化しております。 

これらの経営環境を踏まえ、新たな第２次中期３ヵ年計画「プロジェクト１０Ｂ」を策定いたしま

した。この第２次中期３ヵ年計画は、「美しさを創造する企業」をめざすというコンセプトを引き継

ぎ、グループの長期にわたる持続的な成長を展望しつつ、2009年度までの３年間の到達目標を示して

おります。 

来期はその初年度であり、当社グループ一丸となって、経常利益黒字化の定着と株主様への配当を

目指して、着実に取り組んで参ります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度中において実施した設備投資は、ホット・ヨガ事業のスタジオ開設に伴う建物附属

設備および連結子会社の設備等、751百万円であります。 

なお、その資金は自己資金で賄っております。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

当社における主要な設備は次のとおりであります。 

(平成18年６月30日現在) 

事業所名 事業の種類別 設備の内容 帳簿価額(単位：千円) 従業員数

(所在地) セグメントの 建物及び 工具器具
合計

(名)

名称 構築物 及び備品

ホットヨガスタジオ

ホット・ヨガ事業 店舗設備リュウ五反田店 33,362 1,652 35,015 ―

(東京都品川区)

ホットヨガスタジオ

ホット・ヨガ事業 店舗設備リュウ青山店 13,321 1,591 14,912 ―

(東京都港区)

ホットヨガサロン

ホット・ヨガ事業 店舗設備リュウ高田馬場店 43,217 2,031 45,248 ―

(東京都新宿区)

ホットヨガスタジオ

ホット・ヨガ事業 店舗設備リュウ横浜馬車道店 33,685 2,258 35,943 ―

(横浜市中区)

ホットヨガスタジオ

ホット・ヨガ事業 店舗設備リュウ渋谷東口店 28,671 2,067 30,738 ―

(東京都渋谷区)

ホットヨガスタジオ

ホット・ヨガ事業 店舗設備リュウ恵比寿店 35,501 1,945 37,446 ―

(東京都品川区)

ホットヨガサロン

ホット・ヨガ事業 店舗設備ラビエ大宮店 49,276 622 49,899 ―

(さいたま市大宮区)

ホットヨガサロン

ホット・ヨガ事業 店舗設備ラビエ横浜店 31,173 398 31,572 ―

(横浜市西区)

ホットヨガサロン

ホット・ヨガ事業 店舗設備ラビエ立川店 58,604 398 59,002 ―

(東京都立川市)

ホットヨガサロン

ホット・ヨガ事業 店舗設備ラビエ千葉店 39,313 411 39,725 ―

(千葉市中央区)



 
(注) １ 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

２ 主要な賃貸物件の概要は下記のとおりであります。 

事業所名 事業の種類別 設備の内容 帳簿価額(単位：千円) 従業員数

(所在地) セグメントの 建物及び 工具器具
合計

(名)

名称 構築物 及び備品

ホットヨガサロン

ホット・ヨガ事業 店舗設備ラビエ本厚木店 33,893 411 34,305 ―

(厚木市中町)

ホットヨガサロン

ホット・ヨガ事業 店舗設備ラビエ津田沼店 43,598 411 44,010 ―

(習志野市津田沼)

ホットヨガサロン

ホット・ヨガ事業 店舗設備ラビエ神楽坂店 53,775 437 54,213 ―

(東京都新宿区)

ホットヨガサロン

ホット・ヨガ事業 店舗設備ラビエ六本木店 47,328 1,574 48,903 ―

(東京都港区)

ホットヨガサロン

ホット・ヨガ事業 店舗設備ラビエ柏店 34,092 784 34,876 ―

(柏市柏)

ホットヨガサロン

ホット・ヨガ事業 店舗設備ラビエ北千住店 36,543 467 37,011 ―

(東京都足立区)

ホットヨガサロン

ホット・ヨガ事業 店舗設備ラビエ川崎店 42,121 467 42,588 ―

(川崎市川崎区)

ホットヨガサロン

ホット・ヨガ事業 店舗設備ラビエ藤沢店 34,776 467 35,243 ―

(藤沢市辻堂新町)

本社 統括業務設備本社 9,712 6,010 15,723 10

(東京都新宿区)

事業所名 設備の内容 年間賃貸料（千円）

ホットヨガスタジオリュウ五反田店 店舗設備 18,990

ホットヨガスタジオリュウ青山店 店舗設備 19,551

ホットヨガスタジオリュウ高田馬場店 店舗設備 21,994

ホットヨガスタジオリュウ横浜馬車道店 店舗設備 15,013

ホットヨガスタジオリュウ渋谷東口店 店舗設備 28,832

ホットヨガスタジオリュウ恵比寿店 店舗設備 18,367

ホットヨガサロンラビエ大宮店 店舗設備 26,643

ホットヨガサロンラビエ横浜店 店舗設備 11,849

ホットヨガサロンラビエ立川店 店舗設備 10,184

ホットヨガサロンラビエ千葉店 店舗設備 6,825

ホットヨガサロンラビエ本厚木店 店舗設備 7,558

ホットヨガサロンラビエ津田沼店 店舗設備 9,566

ホットヨガサロンラビエ神楽坂店 店舗設備 10,905



 
  

(2) 連結子会社 

(平成18年６月30日現在) 

 
(注) １ 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

２ 主要な賃貸物件の概要は下記のとおりであります。 

 
  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

 
  

(2) 重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

  

事業所名 設備の内容 年間賃貸料（千円）

ホットヨガサロンラビエ六本木店 店舗設備 11,167

ホットヨガサロンラビエ柏店 店舗設備 6,390

ホットヨガサロンラビエ北千住店 店舗設備 6,665

ホットヨガサロンラビエ川崎店 店舗設備 3,838

ホットヨガサロンラビエ藤沢店 店舗設備 1,492

本社 統括業務設備 14,472

事業所名 事業の種類別 設備の内容 帳簿価額(単位：千円) 従業員数

(所在地) セグメントの 建物及び 機械及び 工具器具 車両及び
合計

(名)

名称 構築物 装置 及び備品 運搬具

株式会社エヌディ
アミューズメント
事業

統括業務設備 5,841 ― 2,678 1,287 9,807 ３ーサービス

(東京都新宿区)

エヌディーアクア
その他事業
（アクア事業）

工場設備 ― 79,515 886 ― 80,401 ３株式会社

(東京都新宿区)

事業所名 設備の内容 年間賃貸料（千円）

株式会社エヌディーサービス 統括業務設備 8,766

事業所名 事業の種類別 設備の内容 投資予定額
資金調達
方法

着手年月 完了予定
完成後の
増加能力

(所在地) セグメントの 総額 既支払額

名称 （千円） （千円）

ホットヨガサロン
ホット・ヨガ
事業

店舗設備
平成18年
７月

平成18年
８月

―ラビエ吉祥寺店 38,600 26,000 自己資金

(東京都武蔵野市)

ホットヨガサロン
ホット・ヨガ
事業

店舗設備
平成18年
７月

平成18年
８月

―ラビエ春日部店 40,200 28,000 自己資金

(春日部市中央)

合計 ― ― ― ― ― ―78,800 54,000



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
(注) １ 平成18年９月26日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、発行可能株式総数は同日より

60,000,000株増加し、300,000,000株となっております。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) １ 発行済株式は全て議決権を有しております。 

２ 提出日現在の発行株数には、平成18年９月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の権利行使

により発行された株式数は含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 240,000,000

計 240,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年９月26日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 186,654,900 186,654,900
東京証券取引所
マザーズ

―

計 186,654,900 186,654,900 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 株主総会の特別決議日(平成14年11月28日) 

 
 (注) １ 平成15年９月26日開催の第５回定時株主総会決議により、平成16年２月１日付で１株を1,000株とする株式

分割を行っております。また、平成17年５月27日開催の臨時株主総会決議により、平成17年７月１日付で、

10株を１株とする株式併合を行っております。これにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株

予約権の行使時の払込金額」、「新株予約権の行使時により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本

組入額」が調整されております。 

 ２ 新株予約権の発行日以降、当社が株式の分割または併合または交換または減資を行う場合、新株予約権の目

的たる株式の数は分割または併合または交換または減資の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整の

結果生じる１株未満の端数は切り捨てます。 

  また、当社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割をする場合その他必要と認められる場合には、

取締役会の決議をもって適当と認める新株予約権の目的たる株式数の調整を行います。 

  なお、権利付与日以降、株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行（転換社債の転換及び新株予約権の

行使の場合を除く）するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切

り上げます。 

ストックオプションとしての新株予約権
事業年度末現在
(平成18年６月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年８月31日)

新株予約権の数(個) 13,960 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,396,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 87.54 同左

新株予約権の行使期間
平成15年７月１日から
平成20年６月30日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格     87.54
資本組入額    87.54

同左

新株予約権の行使の条件

①各新株予約権の一部行使は
できない。
②対象者は、本新株予約権行
使時において、当社の取締
役、監査役及び従業員であ
ることを要する。
③対象者は、本新株予約権行
使時の地位を失った場合、
１年以内に限り権利を行使
することができる。
④対象者は、本新株予約権を
質入その他処分することが
できない。
⑤対象者が死亡した場合、法
定相続人はこれを相続する
ことができる。
⑥対象者に重大なる瑕疵があ
った場合、取締役会はその
権利を剥奪することができ
る。
⑦その他、権利行使の条件等
は、新株予約権割当契約に
定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するとき
は、取締役会の承認を要する
ものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―



 
  以上のほか、当社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合その他必要と認められる場合

には、取締役会の決議をもって適当と認める払込金額の調整を行います。 

     

       

② 株主総会の特別決議日(平成17年５月27日) 

 
 (注) １ 平成17年５月27日開催の臨時株主総会決議により、平成17年７月１日付で、10株を１株とする株式併合を行

っております。これにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」、

「新株予約権の行使時により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されておりま

す。 

 ２ 行使価額は、当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合は、次の算式により調整されます。尚、

次の算式において「既発行株式数」には、当社が自己株式として保有する当社普通株式の数は含まないもの

とし、当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行し、又は自己株式を処分する場合には、「新発行株式

数」には当該発行又は処分される株式数を含むものとします。但し、円位未満小数は切り捨てます。 

   
   尚、行使価額は、株式の分割または株式併合の場合、株式に転換できる証券を発行する場合、又は新株予約

権若しくは新株予約権を付与された証券の発行が行われる場合にも当社が必要と認める調整を行います。 

   また、行使価額の調整が為された場合、新株予約権の目的たる株式の数は、次の算式により調整されます。

但し、１株未満の端数を生じたときは、これを切り捨てます。 

          株式数＝払込金額÷行使価額 

  

既発行 
株式数

＋
新発行株式数 × 1株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数 ＋ 分割・新規発行による増加株式数

第４回新株予約権
事業年度末現在
(平成18年６月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年８月31日)

新株予約権の数(個) 180,000 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 18,000,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 50 同左

新株予約権の行使期間
平成17年８月19日から
平成20年８月18日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格     50.1
資本組入額    25.05

同左

新株予約権の行使の条件
各新株予約権の行使に当
っては一部行使はできない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡は取締役
会の承認を受けなければこれ
をすることができない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

既発行 
株式数

＋
新発行株式数 × 1株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
1株当たり時価

既発行株式数 ＋ 新発行株式数



③ 取締役会の決議日(平成18年６月８日) 

 
 (注) １ 当社が当社普通株式につき株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。）又は株式併合を行う場合には、

各新株予約権の目的たる株式の数は、次の算式により調整されるものとし、調整の結果生じる１株未満の端

数は切り捨てます。 

       整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

 ２ 行使価額は、当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合は、次の算式により調整されます。尚、

次の算式において「既発行株式数」には、当社が自己株式とし保有する当社普通株式の数は含まないものと

し、当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行し、又は自己株式を処分する場合には、「新発行株式数」

には当該発行又は処分される株式を含むものとします。但し、円単位未満小数は切り捨てます。 

 
  尚、行使価額は株式の分割（当社普通株式の無償割当てを含む。）または株式併合の場合、時価を下回る払

い込み価額で自己株式を処分する場合、株式に転換できる証券を発行する場合、または新株予約権を付与さ

れた証券の発行が行われる場合にも当社が必要と認める調整を行います。 

第７回新株予約権
事業年度末現在
(平成18年６月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年８月31日)

新株予約権の数(個) 30,000 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 30,000,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 45 同左

新株予約権の行使期間
平成18年６月27日から
平成19年６月26日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格     45.1
資本組入額    22.55

同左

新株予約権の行使の条件
各新株予約権の行使に当たっ
ては、一部行使は出来ないも
のとします。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するとき
は、取締役会の承認を要する
ものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

既発行 
株式数

＋
新発行株式数 × 1株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
１株当たり時価

既発行株式数 ＋ 新発行株式数



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金 
増減額 
(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

摘要

平成13年 
７月１日 
～ 

平成14年 
６月30日

7,839 47,799 391,950 2,391,950 68,050 2,525,053

 

第１回ユーロ円建転換社債の転換

転換価額
56,000円
～78,167円

資本組入額 50,000円

平成13年 
７月１日 
～ 

平成14年 
６月30日

16,000 63,799 800,000 3,191,950 - 2,525,053

 

第２回ユーロ円建転換社債の転換
転換価額 50,000円
資本組入額 50,000円

平成14年 
９月20日

93,750 157,549 750,000 3,941,950 - 2,525,053

2007年９月満期円建転換社債型新株
予約権付社債の新株予約権の権利行使
行使価額 8,000円
資本組入額 8,000円

平成15年 
１月14日

4,000 161,549 60,000 4,001,950 - 2,525,053

2007年12月満期円建転換社債型新株
予約権付社債の新株予約権の権利行使
行使価額 15,000円
資本組入額 15,000円

平成15年 
１月30日

15,000 176,549 172,500 4,174,450 - 2,525,053

2008年１月満期円建転換社債型新株
予約権付社債の新株予約権の権利行使
行使価額 11,500円
資本組入額 11,500円

平成15年 
３月６日 
～ 

平成15年 
６月30日

14,000 190,549 56,700 4,231,150 56,700 2,581,753

 

第１回新株予約権の行使
行使価額 8,100円
資本組入額 4,050円

平成15年 
７月１日 
～ 

平成16年 
１月31日

186,000 376,549 753,300 4,984,450 753,300 3,335,053

 

第１回新株予約権の行使
行使価額 8,100円
資本組入額 4,050円

平成16年 
２月１日

376,172,451 376,549,000 - 4,984,450 - 3,335,053 株式分割(１：1000)

平成16年 
２月２日 
～ 

平成16年 
６月30日

150,000,000 526,549,000 607,500 5,591,950 607,500 3,942,553

 

第２回新株予約権の行使
行使価額 8.1円
資本組入額 4.05円

平成16年 
４月23日 
～ 

平成16年 
６月30日

50,000,000 576,549,000 202,500 5,794,450 202,500 4,145,053

 

第３回新株予約権の行使
行使価額 8.1円
資本組入額 4.05円

平成16年 
７月１日 
～ 

平成17年 
３月31日

150,000,000 726,549,000 607,500 6,401,950 607,500 4,752,553

 

第３回新株予約権の行使
行使価額 8.1円
資本組入額 4.05円

平成17年 
７月１日

△653,894,100 72,654,900 - 6,401,950 - 4,752,553 株式併合(10：１)

平成17年 
９月27日

- 72,654,900 - 6,401,950 △4,752,553 -
定時株主総会決議による 
資本準備金取り崩し

平成17年 
８月19日 
～ 

平成18年 
６月30日

102,000,000 174,654,900 2,555,100 8,957,050 2,555,100 2,555,100

 

第４回新株予約権の行使
行使価額 50.1円
資本組入額 25.05円



 
（注）１ 平成18年９月26日開催の定時株主総会において、資本準備金を3,053,700千円減少し、欠損てん補すること

 を決議しております。 

２ 新株予約権の権利行使(旧新株引受権の権利行使及び旧転換社債の転換を含む)による発行済株式総数、資

本金及び資本準備金の増加については、事業年度ごとにそれぞれの合計を記載しております。 

  

(4) 【所有者別状況】 

(平成18年６月30日現在) 

 
(注) 上記の「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、1,882 単元含まれております。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金 
増減額 
(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

摘要

平成17年 
10月２日 
～ 

平成17年 
12月27日

12,000,000 186,654,900 498,600 9,455,650 498,600 3,053,700

 

第５回新株予約権の行使
行使価額 83.1円
資本組入額 41.55円

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 1 9 106 25 30 19,203 19,374 ―

所有株式数 
(単元)

― 56,138 9,571 171,088 190,143 2,406 1,437,194 1,866,540 900

所有株式数 
の割合(％)

― 3.01 0.51 9.17 10.19 0.13 76.99 100.00 ―



(5) 【大株主の状況】 

(平成18年６月30日現在) 

 
 (注)１ 平成17年９月30日付でインターワールドテクノロジーコーポレーションが、当社の筆頭株主及び主要株主と

なっておりましたが、平成17年10月12日をもって、当社の筆頭株主及び主要株主ではなくなっております。

 ２ 平成17年10月12日付で株式会社クェスト・ビーが、当社の筆頭株主及び主要株主となっておりましたが、平

成17年11月30日をもって、当社の筆頭株主及び主要株主ではなくなっております。 

 ３ 平成17年11月30日付で株式会社安子の電話が、当社の筆頭株主及び主要株主となっておりましたが、平成17

年12月13日をもって、当社の筆頭株主ではありますが、主要株主ではなくなっております。 

 ４ 平成18年３月30日付でインターワールドテクノロジーコーポレーションが、当社の筆頭株主及び主要株主と

なっておりましたが、平成18年４月６日をもって、当社の筆頭株主及び主要株主ではなくなっております。

 ５ 平成18年４月６日付で新山洋史氏が、当社の筆頭株主及び主要株主となっております。 

 ６ 大株主第１位の新山洋史氏の所有株式数については、平成18年６月30日現在の株主名簿管理人からの大株主

一覧表において第11位となっておりますが、平成18年４月７日提出の大量保有報告書の変更報告書より、平

成18年６月30日現在、上記株式数にて確認しております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

新山 洋史 大阪府豊中市 20,500,000 10.98

株式会社安子の電話 東京都千代田区紀尾井町４－13 10,598,800 5.68

大阪証券金融株式会社
(業務口)

大阪市中央区北浜２丁目４－６ 5,613,800 3.01

佐々木 芳明 埼玉県所沢市 5,550,600 2.97

山森 修 奈良県生駒郡斑鳩町 5,010,000 2.68

鶴丸 純一郎 東京都港区 5,000,000 2.68

植田 博之 大阪市北区 5,000,000 2.68

有限会社ＱＣバイアウト 
３号投資事業組合

東京都千代田区紀尾井町４－13 2,880,400 1.54

木村 文信 大阪市西区 1,857,000 0.99

繁田 雅人 堺市西区 1,324,600 0.71

計 ― 63,335,200 33.93



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(平成18年６月30日現在) 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が188,200株(議決権1,882個)含まれており

ます。 

  

② 【自己株式等】 

(平成18年６月30日現在) 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式      3 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 186,654,000 1,866,540 ―

単元未満株式 普通株式     897 ― ―

発行済株式総数 186,654,900 ― ―

総株主の議決権 ― 1,866,540 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

ニューディール株式会社 新宿区新宿２－８－６ 3 ― 3 0.00

計 ― 3 ― 3 0.00



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度は、平成13年

改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成14年11月28日開催の臨時株主総会終結時

に在任する取締役、監査役及び従業員に対して付与することを同臨時株主総会にて決議されたものであ

ります。また、平成15年11月27日開催の取締役会において、具体的な条件を決定いたしました。当該制

度の内容は、次のとおりであります。 

  

 
  

  

決議年月日 平成14年11月28日

付与対象者の区分及び人数
取締役５名
監査役３名 
従業員７名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第221条第６項及び会社法第192条第１項の規定に基づく単元未満株の買取請求による取得 

 
  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
  

３ 【配当政策】 

当社は、平成10年７月の設立以降、将来の事業拡大と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保

するため、現在まで配当は実施しておりません。利益の状況や事業展開などを総合的に判断しながら配

当による利益還元を行いたいと考えておりますが、現時点において配当実施の可能性およびその実施時

期については未定であります。 

  

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項及び会社法第192条第１項の規定に基づく単元未満株式の買取請
求による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(－年－月－日)での決議状況 
(取得期間－年－月－日～－年－月－日)

― ―

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 3 0

残存授権株式の総数及び価額の総額 ― ―

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) ― ―

当期間における取得自己株式 3 0

提出日現在の未行使割合(％) ― ―

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額 
(千円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(―) ― ― ― ―

保有自己株式数 3 ― 3 ―



４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) １ 最高・最低株価は、東京証券取引所(マザーズ)におけるものであります。 

２ ※印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所(マザーズ)におけるものであります。 

  

回次 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期

決算年月 平成14年６月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月

最高(円) 122,000 21,750
43,000
※44

37 144

最低(円) 7,120 4,900
7,700
※15

6 29

月別
平成18年 
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 96 75 68 62 50 47

最低(円) 62 36 49 45 36 29



５ 【役員の状況】 
  

 
(注) １ 取締役小田倉 正始氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役勝田 哲夫、佐伯 光昭の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数

(株)

代表取締役 

社長
― 向田 尊洋 昭和38年12月27日生

平成２年４月 岡山大学医学部付属病院 第二外科

入局

26,600
平成14年２月 株式会社日月会入社

平成15年11月 同社新規事業部長

平成16年９月 当社取締役就任

平成17年12月 当社代表取締役社長就任(現任)

取締役 

副社長
― 押見 敏哉 昭和36年10月26日生

昭和61年４月 株式会社電通パブリックリレーショ

ンズ入社

600

平成14年10月 当社入社

平成14年10月 当社経営企画室次長

平成15年11月 当社業務統括室長

平成16年６月 当社執行役員業務統括室長

平成16年９月 当社代表取締役社長就任

平成17年12月 当社取締役副社長就任（現任）

取締役 営業本部長 河合 博 昭和24年３月５日生

昭和46年４月 株式会社レナウン入社

―平成10年２月 同社メンズスポーツ商品開発本部長

平成14年11月 当社取締役営業本部長（現任）

取締役 管理本部長 林 義朗 昭和15年１月10日生

昭和33年４月 住友銀行（現三井住友銀行）入社

―

平成７年１月 ボディソニック株式会社（現オメ

ガ・プロジェクトホールディングス

株式会社）入社

平成13年８月 当社入社

平成13年８月 当社管理部長

平成15年11月 当社管理本部長

平成16年６月 当社執行役員管理本部長

平成16年９月 当社取締役管理本部長就任（現任）

取締役 ― 溝脇 孝啓 昭和47年３月27日生

平成６年４月 株式会社富士プレックホーム入社

―

平成11年12月 株式会社リブ・ヤマグチ入社

平成14年６月 アートコム株式会社入社

平成17年２月 同社業務本部本部長

平成17年７月 同社ホットヨガ事業部部長

平成18年８月 当社入社

平成18年８月 当社執行役員ホット・ヨガ事業 

本部長

平成18年９月 当社取締役就任（現任）

取締役 ― 小田倉 正始 昭和25年２月20日生

昭和43年４月 台東日産入社

―

昭和49年１月 株式会社ニシムラ画廊入社

昭和56年12月 ギャラリー鼓入社

平成13年12月 株式会社日月会設立参加

平成13年12月 同社代表取締役（現任）

平成16年９月 当社取締役就任(現任)

監査役 常勤監査役 勝田 哲夫 昭和16年10月11日生

平成39年４月 株式会社レナウン入社

―平成２年５月 同社経営企画室部長

平成14年11月 当社監査役就任(現任)

監査役 ― 佐伯 光昭 昭和24年４月８日生

昭和53年４月 阪神エンジニアリング入社

―
平成６年４月 株式会社ピーステージ設立 

代表取締役（現任）

平成14年11月 当社監査役就任(現任)

監査役 ― 大野 斌代 昭和14年12月18日生

昭和38年４月 株式会社住友銀行(現三井住友銀行)

入行

―

平成４年８月 ボディソニック株式会社(現オメガ・

プロジェクトホールディングス株式

会社)入社

平成５年６月 同社専務取締役

平成13年７月 当社顧問

平成13年９月 当社取締役就任

平成14年11月 当社監査役就任(現任)

計 27,200



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  

(1) コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方 

当社は多岐に渡る事業展開を行っているため、正確な情報収集と的確な情報分析に基づく迅速な意

思決定、経営の健全性確保、更には充分なリスク管理をを図るために、コーポレート・ガバナンスの

充実が極めて重要だと認識しております。 

  

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

ａ．会社の機関の内容 

 ・当社は内部監査制度を採用しております。 

 ・取締役は６名（うち社外取締役１名）、監査役３名（うち社外監査役２名）であります。 

   取締役会は毎月1回以上開催されており、定款で決裁を要する事項は勿論のこと、その他 

    の重要事項についても充分に審議し、業務の執行状況についても迅速かつ効率的な監視体 

    制が執られております。 

  ・監査役は取締役会へ出席したうえ監査役会を構成し、監査役会は取締役会に連動して毎月 

    1回以上開催されており、常勤監査役を中心とした計画的かつ網羅的監査の実施がなされ 

    ております。 

  ・顧問弁護士には法律上の判断が必要な際に随時確認を行い、経営判断に反映させていま 

    す。 

ｂ. 内部統制システムの整備の状況 

  ・コンプライアンス体制の充実・強化を推進するため、社外専門家（弁護士、司法書士）を 

    委員に加えたコンプライアンス委員会を設置することを平成18年５月10日の取締役会で決 

    議し、準備を進めております。 

  ・業務執行部門から独立した内部監査室を設置することを平成18年５月10日の取締役会で決 

    議し、準備を進めております。内部監査室は、定期的に内部監査を実施し、その結果を被 

    監査部門にフィードバックするとともに、取締役会および監査役会に適宜報告いたしま 

    す。 

ｃ. リスク管理体制の整備の状況 

 ・災害や事故等の危機管理対応について、代表取締役社長を長とするリスク管理委員会設置 

  することを平成18年５月10日の取締役会で決議し、準備を進めております。リスク管理委 

  員会は、リスク管理規定等を作成し、各規定に基づき部門ごとに内在するリスクを把握、 

  分析、評価し、その結果を定期的に取締役会へ報告いたします。その報告に基づき、取締 

  役会で改善策、推進体制等を審議、決定いたします。 

  



 

  

(3) 当社と社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他利害関係の 

  概要 

社外取締役および社外監査役ならびにそれらが取締役に就任する会社との取引等の関係は以下のと

おりであります。 

 
(注)当社の社外取締役である小田倉 正始氏が株式会社日月会の代表取締役に就任しております。 

  

 (4) コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近1年間における実施状況 

監査役会は取締役会に連動して毎月1回以上開催されており、常勤監査役を中心とした計画的かつ網

羅的監査の実施がなされております。 

 代表取締役を含む全常勤取締役、常勤監査役と事業部門責任者を加えたメンバーで、毎月「定例営

業会議」を開催しております。代表取締役を含む全取締役は、定例営業会議を通じて業務執行状況の

監視・監督を行うほか、利益計画の進捗状況などの情報共有とコンプライアンスの徹底を図り、経営

判断に反映させております。 

 代表取締役の特命に基づき、当社の全部署を対象として、業務の適正な運用、改善、能率増進を図

るとともに、財産を保全し、不正過誤の予防に資することを目的として、内部監査を計画的に実施し

ております。 

  
(5) 会計監査の状況 

 会計監査につきましては、アスカ監査法人との間で会社法監査及び証券取引法監査についての監査

契約を締結しております。当事業年度（平成17年７月１日から平成18年６月30日まで）の業務を執行

した公認会計士は田中大丸氏、宮川愼哉氏の２名であります。また、監査業務に係る補助者として、

公認会計士２名、会計士補１名、その他１名となっております。 

  監査法人による証券取引法に基づく監査を中間決算および期末決算において受けており、第１四半

期および第３四半期においても監査法人によるレビューを受けております。 

会社等の名称 事業内容 取引の内容 取引条件

株式会社日月会 美術品オークションの主催 絵画関連商品の仕入 一般的取引条件



(6) 役員報酬の内容 

  当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は、以下のとおりであります。 

 
   (注) １  千円未満は切り捨てて表示しております。 

   ２  上記報酬の額には辞任した社内取締役３名を含んでおります。 

  

(7) 監査報酬の内容 

  当事業年度における監査法人に対する監査報酬は、以下のとおりであります。 

役員報酬：

 社内取締役に支払った報酬 37,530千円

社外取締役に支払った報酬 2,400千円

 社内監査役に支払った報酬 3,900千円

 社外監査役に支払った報酬 7,800千円

計 51,630千円

監査報酬：

 公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条

第１項に規定する業務に基づく報酬
12,000千円

 上記以外の報酬 －

計 12,000千円



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

前連結会計年度（平成16年７月１日から平成17年６月30日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基

づき、当連結会計年度（平成17年７月１日から平成18年６月30日まで）は、改正後の連結財務諸表規則

に基づいて作成しております。 

ただし、前連結会計年度（平成16年７月１日から平成17年７月１日まで）については、「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第

５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

前事業年度（平成16年７月１日から平成17年６月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度（平成17年７月１日から平成18年６月30日まで）については、改正後の財務諸表等規則に基

づいて作成しております。 

ただし、前事業年度（平成16年７月１日から平成17年７月１日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５

号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年７月１日から平成17年６月

30日まで)及び当連結会計年度(平成17年７月１日から平成18年６月30日まで)の連結財務諸表並びに前事

業年度(平成16年７月１日から平成17年６月30日まで)及び当事業年度(平成17年７月１日から平成18年６

月30日まで)の財務諸表について、アスカ監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度
(平成17年６月30日)

当連結会計年度 
(平成18年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※1 562,066 58,554

 ２ 受取手形 － 521,053

 ３ 売掛金 ※1 2,335,698 3,268,854

 ４ たな卸資産 461,821 3,215,445

 ５ 前渡金 451,374 448,525

 ６ 短期貸付金 194,980 361,441

 ７ その他 100,263    300,667

   貸倒引当金 △102,190 △871,109

   流動資産合計 4,004,014 86.5 7,303,432 78.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 147,949 772,976

     減価償却累計額 △6,193 141,756 △65,165 707,811

  (2) 機械及び装置 － 83,832

     減価償却累計額 － － △4,317 79,515

  (3) 工具器具及び備品 37,474 64,573

     減価償却累計額 △30,143 7,331 △36,597 27,975

  (4) 車両及び運搬具 3,967 2,401

     減価償却累計額 △790 3,176 △1,113 1,287

  (5) 建設仮勘定 － 804,578

   有形固定資産合計 152,264 3.3 1,621,168 17.5

 ２ 無形固定資産

  (1) 営業権 36,943 －

  (2) 商標権 － 4,722

  (3) ソフトウェア 133,615 41,144

  (4) その他 29,542 400

   無形固定資産合計 200,101 4.3 46,266 0.5

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※3 16,208 25,628

  (2) 長期貸付金 － 2,403

  (3) 敷金保証金 143,079 284,303

  (4) 長期前払費用 112,165 43,055

  (5) その他 0 －

    貸倒引当金 △0 △50,000

   投資その他の資産合計 271,454 5.9 305,390 3.3

   固定資産合計 623,820 13.5 1,972,826 21.3

   資産合計 4,627,835 100.0 9,276,258 100.0



前連結会計年度
(平成17年６月30日)

当連結会計年度 
(平成18年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 703,723 93,871

 ２ 未払法人税等 27,468 73,180

 ３ その他 95,437 341,122

   流動負債合計 826,628 17.9 508,173 5.5

   負債合計 826,628 17.9 508,173 5.5

(少数株主持分)

  少数株主持分 － － － －

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※2 6,401,950 138.3 － －

Ⅱ 資本剰余金 4,752,553 102.7 － －

Ⅲ 利益剰余金 △7,353,297 △158.9 － －

   資本合計 3,801,206 82.1 － －

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

4,627,835 100.0 － －

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 － － 9,455,650 101.9

 ２ 資本剰余金 － － 3,053,700 32.9

 ３ 利益剰余金 － － △3,746,065 △40.4

 ４ 自己株式 － － △0 △0.0

   株主資本合計 － － 8,763,284 94.4

Ⅱ 新株予約権 － － 4,800 0.1

   純資産合計 － － 8,768,084 94.5

   負債純資産合計 － － 9,276,258 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日
 至 平成17年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 3,679,646 100.0 4,289,141 100.0

Ⅱ 売上原価 2,852,707 77.5 2,644,060 61.6

   売上総利益 826,938 22.5 1,645,080 38.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 691,444 18.8 1,679,654 39.2

   営業利益又は 
   営業損失（△）

135,494 3.7 △34,573 △0.8

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 2,140 3,430

 ２ その他 3,447 5,587 0.2 5,667 9,098 0.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 為替差損 7,288 －

 ２ 保証金償却費 5,197 14,049

 ３ 新株発行費 － 101,126

 ４ 貸倒引当金繰入額 － 18,026

 ５ その他 957 13,443 0.4 14,341 147,543 3.4

   経常利益又は 
   経常損失（△）

127,638 3.5 △173,018 △4.0

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※2 － 7,631

 ２ 新株予約権戻入益 － － － 3,000 10,631 0.2

Ⅶ 特別損失

 １ 貸倒引当金繰入額 － 591,946

 ２ 棚卸資産評価損 － 10,649

 ３ 減損損失 ※3 － 292,984

 ４ 前期損益修正損 ※4 － 10,518

 ５ 和解金 － 4,000

 ６ 契約解除損 － － － 17,580 927,679 21.6

   税金等調整前当期 
   純利益又は純損失（△）

127,638 3.5 △1,090,067 △25.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

2,468 0.1 55,254 1.3

   当期純利益又は 
   純損失（△）

125,170 3.4 △1,145,321 △26.7



③ 【連結剰余金計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 4,145,053

Ⅱ 資本剰余金増加高

  新株予約権の行使による 
  新株式の発行

607,500 607,500

Ⅲ 資本剰余金期末残高 4,752,553

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △7,478,467

Ⅱ 利益剰余金増加高

  当期純利益 125,170 125,170

Ⅲ 利益剰余金期末残高 △7,353,297



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

 
                   

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年６月30日残高（千円） 6,401,950 4,752,553 △7,353,297 ― 3,801,206

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 3,053,700 3,053,700 ― ― 6,107,400

 欠損填補 ― △4,752,553 4,752,553 ― ―

 自己株式の取得 ― ― ― △0 △0

 当期純損失 ― ― △1,145,321 ― △1,145,321

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計(千円） 3,053,700 △1,698,853 3,607,232 △0 4,962,079

平成18年６月30日残高（千円） 9,455,650 3,053,700 △3,746,065 △0 8,763,284

新株予約権 純資産合計

平成17年６月30日残高（千円） 12,000 3,813,206

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 ― 6,107,400

 欠損填補 ― ―

 自己株式の取得 ― △0

 当期純損失 ― △1,145,321

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△7,200 △7,200

連結会計年度中の変動額合計(千円） △7,200 4,954,879

平成18年６月30日残高（千円） 4,800 8,768,084



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

  １ 税金等調整前当期純利益又は 
    純損失（△）

127,638 △1,090,067

  ２ 減価償却費 44,155 77,238

  ３ 減損損失 － 292,984

  ４ 営業権償却費 9,846 －

  ５ 長期前払費用償却費 － 7,731

  ６ 保証金償却費 5,197 14,203

  ７ 貸倒引当金の増減額(減少:△) 14,143 818,919

  ８ 受取利息及び受取配当金 △2,140 △3,430

  ９ 為替差損益 7,260 －

  10 新株予約権戻入益 － △3,000

  11 新株発行費 － 101,126

  12 固定資産売却益 － △7,631

  13 棚卸資産評価損 － 10,649

  14 契約解除損 － 17,580

  15 売上債権の増減額(増加：△) △1,944,816 △1,454,208

  16 たな卸資産の増減額(増加:△) △450,845 △2,764,273

  17 仕入債務の増減額(減少:△) 553,951 △609,852

  18 前渡金の増減額(増加:△) △29,199 △27,151

  19 その他の資産増減額(増加:△) △65,087 △108,672

  20 その他の負債増減額(減少:△) △130,526 143,842

    小計 △1,860,420 △4,584,010

  21 利息及び配当金の受取額 33 102

  22 法人税等の支払額 △1,210 △2,552

   営業活動によるキャッシュ・フロー △1,861,597 △4,586,460



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

  １ 有形固定資産の取得による支出 △143,538 △1,556,025

  ２ 有形固定資産の売却による収入 － 36,179

  ３ 無形固定資産の取得による支出 △114,978 △32,230

  ４ 投資有価証券の取得による支出 △3,000 －

  ５ 投資有価証券の売却による収入 326,460 －

  ６ 貸付による支出 △170,400 △258,443

  ７ 貸付金の回収による収入 16,420 91,370

  ８ 敷金・保証金の支払 △137,017 △172,475

  ９ 敷金・保証金の回収による収入 － 17,500

  10 その他 － △45,000

   投資活動によるキャッシュ・フロー △226,053 △1,919,125

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

  １ 長期借入金の返済による支出 △6,000 －

  ２ 株式の発行による収入 1,212,000 6,002,073

   財務活動によるキャッシュ・フロー 1,206,000 6,002,073

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △881,651 △503,511

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,443,717 562,066

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1 562,066 58,554



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  
前連結会計年度

(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当社グループは、当連結会計年度において営業利益

135,494千円を計上することができましたが、営業活

動によるキャッシュ・フロー面においては△

1,861,597千円となり、継続的に営業活動によるキャ

ッシュ・フローのマイナスが続いております。これに

より、当社グループは継続企業の前提に関する重要な

疑義が存在しております。

当社グループは当該状況を解消し、財務体質の改善

を行うべく、前期(平成16年６月期)より中期３ヵ年計

画を実施しております。当期はその第２年度にあた

り、黒字達成の年度と位置づけております。この目標

を達成するために、担当役員を選任し絵画事業、ホッ

トヨガ事業、アミューズメント事業等を含めた新規事

業を推進しております。これらの事業は程度の差はあ

るものの、まずは順調に推移しております。特に絵画

事業は新規取引先の開拓が堅調に推移し、当社の基幹

事業として確立するに至っております。

また、新規事業の資金調達及び財務の改善について

は、平成15年２月14日第１回新株予約権、平成15年５

月16日第２回新株予約権及び平成16年３月30日第３回

新株予約権はその全ての権利行使を終えたことによ

り、資本の充実が講じられ、再建のための具体的な経

営計画を着実に実施しております。

当連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には

反映しておりません。

 当社グループは、当連結会計年度に1,145,321千円

と多額の当期純損失を計上しております。また、営業

活動によるキャッシュ・フロー面においても、△

4,586,460千円となり前連結会計年度に引続き、継続

的に営業活動によるキャッシュ・フローのマイナスが

続いております。これにより、当社グループは継続企

業の前提に関する重要な疑義が存在しております。 

 当連結会計年度は、平成16年６月期から実施の中期

３ヵ年計画最終年度であることを踏まえ、黒字定着の

年度と考え努力してまいりました。事業の選択と集中

を行った結果、基幹事業としての「アート・ライフ事

業」及び「ホット・ヨガ事業」、新規事業としての

「リアル・エステイト事業」も、概ね順調に推移し、

個別業績での営業利益黒字化には貢献いたしました

が、連結業績では営業利益及び経常利益とも赤字とな

りました。 

 また、事業基盤の強化を図るために実施した平成17

年９月13日第５回新株予約権の権利行使を終え、平成

18年６月８日第７回新株予約権も予約権の払い込みも

完了しております。資金面では、ホット・ヨガ事業の

売上が順調に推移している外、土地売却代金10億円が

平成18年７月上旬に回収になったことおよび絵画売掛

金の回収８億円が平成18年９月にあることから、新規

事業を含めた運転資金ならびに設備資金は十分確保さ

れております。 

 当社グループは、当該状況を鑑み、財務体質の更な

る改善と、安定的な黒字化、累積赤字の解消、株主の

皆様への配当を行うべく、第２次中期３ヵ年計画「プ

ロジェクト10Ｂ」を設定いたしました。当該「プロジ

ェクト10Ｂ」では、連結売上100億円、経常利益10％

を目標に掲げ、現在の収益基盤事業の更なる拡充、

「美しさを創造する」という企業コンセプトに基づい

た新規事業の導入、「戦える軍団」としての企業体質

への転換を目指してまいります。そのため、各事業ご

とに担当役員を選任し、売上と利益を確保することを

最重要課題とし、社員一人一人にもその意識を徹底さ

せてまいります。 

 具体的には、アート・ライフ事業部については、平

成18年７月15日に「上海茂名画廊」をオープンさせ、

中国の富裕層に対して販売を伸ばしていくほか、世界

的に有名なオークションへ定期的に出品し、安定した

売上を確保してまいります。リアル・エステイト事業

においては、不動産の有効活用を推進し、収益物件の

取得により更に安定した収益を確保いたします。 

 ホット・ヨガ事業について、質量ともに「日本最大

のホットヨガチェーン」を目指し、買収も視野に入れ

た新規店舗の出店、更なるサービス内容の充実を図っ

てまいります。平成18年８月には吉祥寺、春日部への

出店をはじめ、北関東、東北、北海道に出店してまい

ります。平成18年７月には会員向けのコミュニケーシ

ョンツールとして季刊情報誌「O!LUBIE（オー！ラビ

エ）」を創刊いたしました。 

 当連結財務諸表は継続企業を前提として作成されて

おり、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表に

は反映しておりません。



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数  １社

連結子会社の名称 株式会社エヌディ

ーサービス 

   

  

 すべての子会社を連結しておりま

す。

 なお、株式会社エヌディーサービス

は、平成16年10月22日付で設立され、

当社の連結子会社となりました。

連結子会社の数  ２社

連結子会社の名称 株式会社エヌディ

ーサービス

エヌディーアクア

株式会社

 すべての子会社を連結しておりま

す。 

 なお、エヌディーアクア株式会社は

平成18年４月７日付で設立され、当社

の連結子会社となりました。

２ 持分法の適用に関する事

項

 関連会社を有しておりません。 持分法適用の関連会社の数 

         １社 

持分法適用の関連会社の名称

上海西友信息技術

有限公司
当社は、平成18年６月８日付で上海

西友信息有限公司に対し資本金の30％
を出資し、当社の関連会社といたしま
した。

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

 連結子会社の決算日は、連結決算日

と一致しております。

同左

４ 会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

①有価証券

その他有価証券

時価のないもの・・移動平均法

による原価

法

②たな卸資産

商品・・・・・・・個別法によ

る原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

①有形固定資産

定率法を採用しております。

耐用年数は以下の年数を採用し

ております。

建物及び構築物・・・10～15年
      －

工具器具及び備品・・５～６年

車両及び運搬具・・・・・５年

②無形固定資産

   (イ)ソフトウェア(自社利用分)

社内における利用可能期間

（５年間）に基づく定額法

によっております。

(ロ)営業権

契約期間（６年間）に基づく

定額法によっております。

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

①有価証券

その他有価証券

同左 

   

  

②たな卸資産

商品

 絵画及び販売用不動産
    個別法による原価法
   上記以外の商品
    移動平均法による原価法
(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

①有形固定資産

同左

   

    

建物及び構築物・・・10～15年

機械及び装置・・・・・・10年

工具器具及び備品・・３～20年

車両及び運搬具・・・３～６年

②無形固定資産

   (イ)ソフトウェア(自社利用分)

同左 

   

  

   (ロ)営業権
―
 



項目
前連結会計年度

(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

(ハ)コンテンツ使用許諾料

契約期間（20年間）に基づ

く定額法によっておりま

す。   

(ニ)商標権

 ― 

   

  

③長期前払費用

社内における利用可能期間（２

～５年間）に基づく定額法によ

っております。

(3) 重要な繰延資産の処理方法

新株発行費

支出時に全額費用として処理し

ております。

(4) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等の特

定の債権については、個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末

日の直物為替相場により換算し、

換算差額は営業外損益として処理

しております。

(6) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

(7) その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっておりま

す。

(ハ)コンテンツ使用許諾料

― 

   

  

(ニ)商標権

 有効使用期間（10年）に基 

 づく定額法によっておりま 

 す。

③長期前払費用

社内における利用可能期間（３

～５年間）に基づく定額法によ

っております。

(3) 重要な繰延資産の処理方法

新株発行費

同左 

  

(4) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左 

   

   

   

  

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算基準

同左 

   

   

  

(6) 重要なリース取引の処理方法

― 

   

   

   

   

  

(7) その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

 全面時価評価法を採用しておりま

す。

同左

６ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

 利益処分又は損失処理の取扱い方法

については、連結会計年度中に確定し

た利益処分又は損失処理に基づいてお

ります。

―

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

 手許現金、要求払預金及び取得日か

ら容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に満期日が

到来する流動性の高い短期投資からな

っております。

同左



会計処理の変更 

 
表示方法の変更 

  

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

―― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。 これにより、税金等調整

前当期純損失が292,984千円増加しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。 

 減損損失累計額については、当該各資産の金額から直

接控除しております。

（連結貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準）

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年

12月９日 企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用

指針第8号）を適用しております。従来の「資本の部」

の合計に相当する金額は8,763,284千円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当連結会計年度

における貸借対照表の「純資産の部」については、改正

後の連結財務諸表規則により作成しております。

（自己株式及び準備金等の額の減少等に関する会計基準

等の一部改正）

 当連結会計年度より、改正後の「自己株式及び準備金

の額の減少等に関する会計基準」（企業会計基準委員会

最終改正平成17年12月27日 企業会計基準第１号）及び

「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会 最終改正平成17年12

月27日 企業会計基準適用指針第２号）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、連結財務諸表規則の改正に伴う連結貸借対照表

の表示に関する変更は以下のとおりであります。 

 前連結会計年度において資本に対する控除項目として

「資本の部」の末尾に表示しておりました「自己株式」

は、当連結会計年度より「株主資本」に対する控除項目

として、「株主資本」の末尾に表示しております。

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

―― （連結損益計算書） 

前連結会計年度において営業外費用の「その他」に表示

しておりました「貸倒引当金繰入額」（前連結会計年度

482千円）については、営業外費用の総額の100分の10超

となったため、当連結会計年度より区分掲記しておりま

す。



追加情報 

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

（手形訴訟の経過に関して） 

１. 経過報告 

 当社は、下記２以下の通り又来 渉氏、榊原三郎氏、

漢和貿易株式会社より、所持する約束手形に当社の旧商

号である「株式会社リキッドオーディオジャパン代表取

締役黒木正博」の裏書があることから、３件合計で２億

5,000万円の支払いを求める手形訴訟を提起され、後に

いずれも通常訴訟手続きに移行して審理されていまし

た。その後平成16年３月29日に、上記３件につき、東京

地方裁判所から原告全員の請求を棄却するとの判決が言

い渡され、平成16年10月６日に、東京高等裁判所は各控

訴を棄却し、平成16年10月29日までに榊原三郎氏、漢和

貿易株式会社の２件については上告が無く、当社の全面

勝訴判決が確定し、又来 渉氏については最高裁判所へ

の上告提起が為されましたが、平成17年２月28日、最高

裁判所より平成17年２月25日付で上告棄却及び上告受理

申立に対して不受理とする各決定がなされたとの通知が

あり、又来氏の裁判についても当社全面勝訴判決が確定

しました。 

２. 訴訟の原因及び提起に至った経緯 

(1)原告 又来 渉氏 

 平成13年１月31日に株式会社スーパーファクトリー

（代表取締役 黒木正博）が振り出した約束手形１億円

につき、「株式会社リキッドオーディオジャパン代表取

締役社長黒木正博」の記載が裏書人欄にあり、平成15年

３月３日の満期に所持人（又来 渉氏）が支払呈示した

ものの不渡りとなったことから、当社に対して裏書人と

しての責任を求めるため訴訟となったものです。 

(2)原告 榊原三郎氏 

 平成11年６月27日に株式会社インターネット・コミュ

ニケーションズ（代表取締役 大神田正文）が振り出し

た約束手形１億円につき、「株式会社リキッドオーディ

オジャパン代表取締役社長 黒木正博」の記載が裏書人

欄にあり、平成15年２月20日の満期に所持人（榊原三郎

氏）が支払呈示したものの不渡りとなったことから、当

社に対して裏書人としての責任を求めるため訴訟となっ

たものです。 

(3)原告 漢和貿易株式会社 

 平成11年６月28日に株式会社スーパーファクトリー

（代表取締役 黒木正博）が振り出した約束手形5,000

万円につき、「株式会社リキッドオーディオジャパン代

表取締役 黒木正博」の記載が裏書人欄にあり、平成15

年３月28日の満期に所持人（漢和貿易株式会社）が支払

呈示したものの不渡りとなったことから、当社に対して

裏書人としての責任を求めるため訴訟となったもので

す。 

３. 訴訟を提起した者 

(1)原告 又来 渉氏 

 ①名 称 又来 渉 

 ②所在地 東京都港区六本木４丁目１番16号－308号 

(2)原告 榊原三郎氏 

 ①名 称 榊原三郎 

 ②所在地 横浜市中区山手町24番地

(業務提携の解消について) 

 平成16年８月19日に締結いたしました株式会社ビジネ

スアイとの業務提携につきましては、平成17年8月18日

に契約期間が満了となりましたので解消いたしました。

当初、株式会社ビジネスアイが製造販売する「養蜂堂」

ブランドの健康食品につき、販売支援を行ってきました

が、当社独自の販売チャネルの獲得に難航した結果、事

業採算性の観点から契約を解消いたしました。

        

(判決言い渡し及び確定について) 

１．経過報告 

 当社は、下記２．以下の通り門脇建設株式会社 代

表取締役 門脇豊明氏から、同社が所持する額面金２ 

億5,000万円の約束手形に当社の旧商号である「株式会

社リキッドオーディオジャパン代表取締役黒木正博」

の裏書があることから、平成16年９月27日に２億5,000

万円の支払いを求める手形訴訟を提起され、平成16年

11月５日に通常訴訟手続きに移行して審理され、平成

18年３月８日、東京地方裁判所から原告の請求を棄却

するとの判決が言い渡され当社全面勝訴となりまし

た。その後、控訴期限の平成18年３月23日までに原告

の控訴がなく、上記判決が確定いたしました。 

２．訴訟の原因及び提起に至った経緯 

 平成11年９月29日に株式会社スーパーファクトリー

（代表取締役 黒木正博）が振り出した約束手形２ 

億5,000万円につき、「株式会社リキッドオーディオジ

ャパン代表取締役 黒木正博」の記載が裏書人欄にあ

り、平成16年８月12日の満期に所持人が取り立てたと

ころ、不渡りとなった為、当社にその支払いを求めた

ものであります。 

３．訴訟を提起した者 

 ①名称    門脇建設株式会社 

        代表取締役 門脇豊明 

 ②所在地   八王子市散田町五丁目30番10号 

４．訴訟の内容及び請求額 

 ①訴訟の内容 約束手形金請求事件 

 ②請求金額  金250,000,000円 

          

（第三者割当による新株予約権発行に関して）  

 平成18年６月８日開催の取締役会において、下記の

とおり、株主以外の者に対し第７回新株予約権を平成

18年６月26日付で発行いたしました。 

１． 新株予約権を発行する理由 

 将来の新株予約権行使により調達した資金を用い、

既存事業の拡大を目的とし、特定の第三者に対して新

株予約権を発行しようとするものであります。 

２． 新株予約権の発行要領 

（１）新株予約権の名称 ニューディール株式会社第７ 

   回新株予約権 

（２）新株予約権の目的たる株式の種類及び数 

  ①株式の種類及び数 当社普通株式30,000,000株 

   （新株予約権１個につき1,000株） 

 



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

(3)原告 漢和貿易株式会社 

 ①名 称 漢和貿易株式会社 

 ②所在地 東京都渋谷区富ヶ谷１丁目35番22号 

４. 訴訟の内容及び請求額 

(1)原告 又来 渉氏 

 ① 訴訟の内容     約束手形金請求事件 

 ② 請求金額      金100,000,000円 

(2)原告 榊原三郎氏 

 ① 訴訟の内容     約束手形金請求事件 

 ② 請求金額      金100,000,000円 

(3)原告 漢和貿易株式会社 

 ① 訴訟の内容     約束手形金請求事件 

 ② 請求金額      金50,000,000円 

        

(手形訴訟の経過について) 

 １．経過報告 

 当社は、下記２以下の通り門脇豊明氏から、同氏が所

持する額面金2億5，000万円の約束手形に当社の旧商号

である「株式会社リキッドオーディオジャパン代表取締

役黒木正博」の裏書があることから、平成16年9月27日

に2億5,000万円の支払いを求める手形訴訟を提起され、

平成16年11月5日にその手形訴訟の口頭弁論が東京地方

裁判所にてありました。当社は、上記裏書きが偽造であ

ることを示す客観的証拠があることから、上記裏書きは

偽造であるとの主張・証拠を提出し、その結果、通常訴

訟手続きに移行し、上記裁判は審理されることになりま

した。 

２．訴訟の原因及び提起に至った経緯 

 平成11年9月29日に株式会社スーパーファクトリー

（代表取締役 黒木正博）が振り出した約束手形2億5，

000万円につき、「株式会社リキッドオーディオジャパ

ン代表取締役 黒木正博」の記載が裏書人欄にあり、平

成16年8月12日の満期に所持人が取り立てたところ、不

渡りとなった為、当社にその支払いを求めたものであ

る。 

３．訴訟を提起した者 

(1)名称  門脇建設株式会社 代表取締役 門脇豊明 

(2)所在地 八王子市散田町五丁目30番10号 

４．訴訟の内容及び請求額 

(1)訴訟の内容  約束手形金請求事件 

(2)請求金額   金250,000,000円 

５．今後の見通し 

 当社の裏書きについては、平成16年10月6日に東京高

等裁判所にて判決が出、当社が１件を除き全面勝訴した

件と同一の疑いがあるため、引き続き裁判で争う予定で

あります。 

         

（訴訟の提起の発生） 

(1)原告の訴状に記載された訴訟の原因及び提起に至っ

た経緯 

原告は、平成13年9月12日に、株式会社リキッド・オー

ディオジャパン（当時の当社の商号）が同年9月27日に

発行した第2回2006年満期ユーロ円建転換社債（以下

「本件社債」という。）の株式購入代金（2,000株分）

として金1億円を訴外株式会社スーパーステージに振込

送金する方法で被告（当社）に支払ったが、本件社債が

株式に転換されたにもかかわらず、株式2,000株を引き

渡さず、株式代金も返還しないので、当社にその支払い

を求めるものであります。

 

  ②株式の数の調整 

    当社が当社普通株式につき株式分割（当社普通 

   株式の無償割当てを含む。）または株式併合を 

   行う場合には、各新株予約権の目的たる株式の 

   数は次の算式により調整されるものとし、調整 

   の結果生じる１株未満の端数は切り捨てます。 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

（３）発行する新株予約権の総数  30,000個 

（４）新株予約権の払込金額  100円（１株当たり0.1 

                  円） 

（５）新株予約権の払込金額の総額  3,000,000円 

（６）募集方法   特定の第三者に割り当てます。 

（７）新株予約権の割当を受ける者及び割り当てる新 

   株予約権の数 

   ①割当先   

   （住 所）東京都中央区八丁堀3-4-12京丸ビル 

        1階 

    （社 名）ニュークエスト第１号投資事業組合 

    （代表者）藤谷 靖雄 

    （事業内容）投資業 

   ②割り当てる新株予約権の数  30,000個 

（８）新株予約権の申込期間  平成18年６月26日 

（９）新株予約権の払込期日及び割当日  

              平成18年６月26日 

（10）各新株予約権の行使に際して出資される財産の 

   価額（以下「行使価額」という。） 

  ①行使価額 １個につき45,000円(１株につき45円)

  ②行使価額の調整 

    行使価額は、当社が時価を下回る払込金額で 

   新株式を発行する場合は、次の算式により調整 

   されます。尚、次の算式において「既発行株式 

   数」には、当社が自己株式とし保有する当社普 

   通株式の数は含まないものとし、当社が時価を 

   下回る払込金額で新株式を発行し、又は自己株 

   式を処分する場合には、「新発行株式数」には 

   当該発行又は処分される株式数を含むものとし 

   ます。但し、円単位未満小数は切り捨てます。  

既発行

株式数
＋
新発行株式数×１株当り払込金額

調 整 後

行使価額
＝
調 整 前

行使価額
×

１株当り時価

既発行株式数＋新発行株式数

    尚、行使価額は、株式の分割（当社普通株式 

   の無償割当てを含む。）または株式併合の場 

   合、時価を下回る払い込み価額で自己株式を処 

   分する場合、株式に転換できる証券を発行する 

   場合、又は新株予約権若しくは新株予約権を付 

   与された証券の発行が行われる場合にも当社が 

   必要と認める調整を行います。 

（11）新株予約権の行使に際して出資される財産の価 

   額の総額     1,350,000,000円 

 



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

(2)訴訟を提起した者（原告） 

 ①氏名 又来 渉 

 ②住所 東京都港区六本木４丁目１番16－308号 

(3)訴訟の内容及び請求額 

 ①訴訟の内容 株式代金返還請求事件 

 ②請求金額  金100,000,000円及びこれに対する平

成14年11月1日から支払済みまで年6分の割合による遅延

損害金。 

(4)今後の見通し 

 当社には、原告との間で上記1記載の株式取引を行っ

た事実及び上記代金を受け取った事実はなく、事実関係

を含め全面的に法廷で争う予定であります。 

       

（外形標準課税制度の導入について） 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

9号）が平成15年3月31日に公布され、平成16年4月1日以

降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年2月13日 企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上

しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が 25,000千円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

が、25,000千円減少しております。

（12）新株予約権の払込金額及びその行使に際して出 

   資される財産の価額の算定理由 

    現在の東京証券取引所マザーズ市場における当 

   社の株価推移を総合的に勘案し、各新株 予約権 

   の払込価額は、上記(4)のとおりとしました。さ 

   らに、新株予約権の行使に際して出資 される財 

   産の価額については、平成18年５月１日から平 

   成18年６月７日までの25営業日の東京証券取引 

   所における当社普通株式の終値の平均42.56円の 

   105.73％の１株当たり45円としました。 

（13）新株予約権の行使により株式を発行する場合に 

   おける増加する資本金および資本準備金に関す 

   る事項  

  ①新株予約権の行使により株式を発行する場合に 

   おける増加する資本金の額は、会社計算規則第 

   40条第１項に従い算出される資本金等増加限度 

   額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満 

   の端数が生じたときは、その端数を切り上げる 

   ものとします。 

  ②新株予約権の行使により株式を発行する場合に 

   おいて増加する資本準備金の額は、上記①記載 

   の資本金等増加限度額から①に定める増加する 

   資本金の額を減じた額とします。 

（14）新株予約権の行使期間 

    平成18年６月27日より平成19年６月26日としま 

   す。 

（15）新株予約権の行使条件 

    各新株予約権の行使に当たっては、一部行使は 

   できないものとします。 

（16）新株予約権の取得の事由および条件 

   当社が吸収合併による消滅並びに株式交換又は 

   株式移転により他の会社の完全子会社となるこ 

   とを、当社の株主総会で決議した場合、取締役 

   会が別途定める日に、当社は、未行使の新株予 

   約権の全部を無償にて取得することができま 

   す。

（17）譲渡制限 

    本新株予約権の譲渡については、取締役会の承 

   認を受けなければこれをすることができないも 

   のとします。 

（18）新株予約権の行使請求受付場所 

    当社管理本部 

（19）新株予約権の行使に際して払込を取り扱う銀行 

   およびその取扱の場所 

    株式会社三井住友銀行 新橋支店 

（20）新株予約権証券の発行 

  ①新株予約権証券は、新株予約権者の請求がある 

   ときに限り、当社はこれを発行します。但し、 

   発行する新株予約権証券は、記名式に限るもの 

   とします。 

  ②新株予約権者は、新株予約権証券につき、記名 

   式の新株予約権証券を無記名式とすることを、 

   会社に対して請求することはできません。



   
  

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

 

 

（21）会社法その他の法律の改正等、本要項規定中読 

   み替えその他の措置が必要となる場合には当社 

   は必要な措置を講じます。 

（22）前記各号については、証券取引法に基づく届出 

   の効力発生を条件とします。

３． 新株予約権発行の日程

平成18年６月８日(木) 新株予約権発行決議

平成18年６月８日(木) 有価証券届出書提出

平成18年６月24日(土) 有価証券届出書効力発生

平成18年６月26日(月)
新株予約権払込期日・新株予
約権発行日

平成18年６月27日(火) 新株予約権行使開始日

４． 新株予約権行使後の発行済株式総数の推移

現在の発行済株式総数 186,654,900株

ストックオプション未行使分 
(発行日：平成15年11月27日)

1,396,000株

第４回新株予約権未行使分 18,000,000株

第７回新株予約権未行使分 30,000,000株

新株予約権行使後の発行済株式
総数

236,050,900株

   ※ 第５回新株予約権は全部行使完了済 

   ※ 第６回新株予約権は全部買い戻し償却済

５． 新株予約権発行の理由及び資金の使途等 

  (1) 新株予約権発行の理由 事業の構築・拡大 

  (2) 増資調達資金の使途 

     ホット・ヨガ事業における店舗拡充資金、年 

    末の海外大型オークションに向けた絵画買 付 

    資金 

  (3) 業績に与える見通し 

     現段階では未定ですが、詳細が判明次第発表 

    いたします。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

前連結会計年度
(平成17年６月30日)

当連結会計年度
(平成18年６月30日)

※1. 外貨建資産及び負債

科   目 外 貨 額

連結貸借 

対照表計上額

現金及び預金 0千US$ 9千円

売掛金 0千US$ 61千円

※1. 外貨建資産及び負債

科   目 外 貨 額

連結貸借 

対照表計上額

現金及び預金 0千US$ 9千円

―

※2. 発行済株式総数    普通株式 726,549,000株 ※2. ―

※3. 関連会社に対するものは次のとおりであります。

投資有価証券（株式） 12,420千円



(連結損益計算書関係) 

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

※1. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

上場関連費 140,451千円

給料・手当 75,206千円

貸倒引当金繰入額 14,992千円

※1. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

上場関連費 398,093千円

地代家賃 277,086千円

貸倒引当金繰入額 208,946千円

 

※2. 固定資産売却益の内訳

建物及び建築物 7,631千円

 

※3. 減損損失

  当連結会計年度において当社グループは以下の資産

について減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 金額(千円)

本社
その他事業

ソフトウェア 28,733（ドレッシー 
ネット事業）

本社
その他事業

営業権 36,943（携帯電話コン
テンツ事業）

本社
その他事業

コンテンツ 
使用許諾料

29,142（携帯電話コン
テンツ事業）

本社 遊休資産 ソフトウェア 86,786

本社
 その他事業 
（ウインド・ 
 パワー）

長期前払費用 111,378

当社グループは、事業の種類別にアート・ライフ
事業、ホット・ヨガ事業、映像DVD販売事業、アミ
ューズメント事業及びその他事業にグルーピングし
ております。 
 グルーピングの単位である各事業において、その
他事業のうちドレッシーネット事業およびウイン
ド・パワー事業の東海大方式に関わる特許権使用料
については、前連結会計年度までの過去２年間赤字
であり、当連結会計年度も黒字化が達成できず、今
後も黒字化の見通しが立たなくなったため、これら
の事業に使用しているソフトウェア及び長期前払費
用の帳簿価額を回収可能価額まで減額しておりま
す。 
 また、携帯電話コンテンツ事業は新規プロバイダ
ーの開拓に注力しているものの、エムピオンアジア
社との独占契約の解除もあり当初予定のダウンロー
ド件数の確保に時間を要するため遊休資産の認定を
行った上記ソフトウェアの他、営業権、コンテンツ
使用許諾料について同様の処理をし、当該減少額 
(292,984千円) を減損損失として特別損失に計上し
ております。 
 当連結会計年度の減損損失の測定に使用した回収
可能価額は正味売却可能価額及び使用価値でありま
す。正味売却可能価額については、売却可能価額に
より算定しており、使用価値については、将来のキ
ャッシュ・フローを５%で割り引いて算定しており
ます。

※4. 前期損益修正損の内訳

過年度クーポン券戻入損 10,518千円



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度（自平成17年７月１日 至平成18年６月30日） 

１．発行済株式に関する事項 

 
(注)1. 普通株式の発行済株式総数の増加114,000,000株は下記による増加であります。 

(1) 第4回新株予約権の権利行使による102,000,000株 

(2) 第5回新株予約権の権利行使による 12,000,000株 

2. 普通株式の発行済株式総数の減少653,894,100株は、平成17年７月１日付にて10株を１株に株式

併合したことによる減少であります。 

２．自己株式に関する事項 

 
(注)1. 増加数の内訳は次のとおりです。 

単元未満株式の買取による増加        3株      

  

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 
(注)1. 新株予約権の内訳のストック・オプションは、平成14年11月28日開催の臨時株主総会決議分であ

ります。 

2. ストック・オプションの当連結会計年度減少は、平成17年７月１日付で当社株式10株を１株に併

合したことに伴い新株予約権の目的となる株式の数が調整されたものであります。 

3. 第４回新株予約権の当連結会計年度減少の1,182,000千株の内訳は、1,080,000千株については、

平成17年７月１日付で当社株式10株を１株に併合したことに伴う新株予約権の目的となる株式の

数が調整されたものであり、102,000千株については、新株予約権の行使によるものでありま

す。 

4. 第５回新株予約権の当連結会計年度増加は、新株予約権の発行によるものであります。 

5. 第５回新株予約権の当連結会計年度減少は、新株予約権の行使によるものであります。 

6. 第６回新株予約権の当連結会計年度増加は、新株予約権の発行によるものであります。 

7. 第６回新株予約権の当連結会計年度減少は、新株予約権の無償消却によるものであります。 

8. 第７回新株予約権の当連結会計年度増加は、新株予約権の発行によるものであります。 

前連結会計
増加 減少

当連結会計
年度末 年度末

  普通株式(株) 726,549,000 114,000,000 653,894,100 186,654,900

 

前連結会計
増加 減少

当連結会計
年度末 年度末

  普通株式(株) ― 3 ― 3

区分
新株予約権
の内訳

新株予約権の 新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
目的となる 前連結会計 当連結会計 当連結会計 当連結会計 年度末残高
株式の種類 年度末 年度増加 年度減少 年度末 （千円）

提出会社

ストック・
普通株式 13,960,000 － 12,654,000 1,396,000 －

オプション

第４回新株
普通株式 1,200,000,000 － 1,182,000,000 18,000,000 1,800

予約権

第５回新株
普通株式 － 12,000,000 12,000,000 － －

予約権

第６回新株
普通株式 － 30,000,000 30,000,000 － －

予約権

第７回新株
普通株式 － 30,000,000 － 30,000,000 3,000

予約権

合計 1,213,960,000 72,000,000 1,236,654,000 49,396,000 4,800



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
(リース取引関係) 

  

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

※1. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成17年６月30日現在)

現金及び預金勘定 562,066千円

現金及び現金同等物 562,066千円

※1. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成18年６月30日現在)

現金及び預金勘定 58,554千円

現金及び現金同等物 58,554千円

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 リース期間が満了したため該当事項はありませ

ん。

――

 ②未経過リース料期末残高相当額

 リース期間が満了したため該当事項はありませ

ん。

 

 

 ③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 12,394千円

減価償却費相当額 11,163〃

支払利息相当額 150〃

 

 ④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とす

る定額法によっております。

  ・利息相当額の算定方法

 リース料総額とリース物件の取得原価相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

 

  

 

  

 



(有価証券関係) 

前連結会計年度（平成17年6月30日現在） 

１ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
  

当連結会計年度（平成18年6月30日現在） 

１ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日) 

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

(退職給付関係) 

前連結会計年度(自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日) 

該当事項はありません。 

当連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

区  分 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

  非上場株式 16,208

合  計 16,208

区  分 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

  非上場株式 25,628

合  計 25,628



(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年６月30日)

当連結会計年度
(平成18年６月30日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

   繰延税金資産

  繰越欠損金 2,465,184千円

  減価償却費 75,095千円

  貸倒引当金 340,966千円

  貸倒損失 48,840千円

  その他   22,465千円

  繰延税金資産小計 2,952,552千円

  評価性引当額 △2,952,552千円

  繰延税金資産合計 －千円
  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

   繰延税金資産

  繰越欠損金 2,424,960千円

  減価償却費 130,860千円

  貸倒引当金 390,166千円

  貸倒損失 382,140千円

  その他 23,098千円

  繰延税金資産小計 3,351,225千円

  評価性引当額 △3,351,225千円

  繰延税金資産合計 －千円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

  法定実効税率 40.7％

  評価性引当額 △45.3％

  交際費等永久に益金に
  算入されない項目

4.7％

  住民税均等割等 1.8％

  税効果会計適用後の法
  人税等の負担率

1.9％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

負担率との差異については、税金等調整前当期純

損失が計上されているため記載されておりませ

ん。



(ストックオプション等関係) 

当連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

 
(2) ストック・オプションの規模及び変動状況 

① ストック・オプションの数                 （単位：株） 

 
 （注） 平成16年２月１日付で当社普通株式１株を1,000株に分割しこと及び平成17年７月１日付で当社株

式10株を１株に併合したことに伴い、ストック・オプションの数が調整されております。 

  

② 単価情報                         （単位：円） 

 
 （注） 平成16年２月１日付で当社普通株式１株を1,000株に分割しこと及び平成17年７月１日付で当社株

式10株を１株に併合したことに伴い、権利行使価額が調整されております。 

  

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年11月28日

付与対象者の区分及び人数

当社の取締役５名

当社の監査役３名

当社の従業員７名

株式の種類及び付与数 普通株式 1,396,000株

付与日 平成15年７月１日

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。

対象勤務時間 対象勤務時間の定めはありません。

権利行使期間 平成15年７月１日～平成20年６月30日

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年11月28日

権利確定前

期首 ―

付与 ―

失効 ―

権利確定 ―

未確定残 ―

権利確定後

期首 1,396,000

権利確定 ―

権利行使 ―

失効 ―

未行使残 1,396,000

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年11月28日

権利行使価額 87.54

行使時平均株価 ―

付与日における公正な評価単価 ―



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日) 

（単位：千円） 

 
(注)1. 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

2. 各事業区分の主な内容 

(1)絵画事業・・・・・・・・絵画および関連商品の販売 

(2)ホットヨガ事業・・・・・ホットヨガスタジオの運営 

(3)ＣＤ・ＤＶＤ販売事業・・ＣＤ・ＤＶＤ制作および販売 

(4)アミューズメント事業・・アミューズメント施設の機器および設備の販売 

(5)その他事業・・・・・・・携帯電話コンテンツ、システムエンジニアリング、風力発電、 

   ドレッシーネット、バナー広告、健康食品事業 

3．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（406,665千円）の主なもの

は、経営管理に係る費用であります。 

4. 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（981,084千円）の主なものは、当社での運用資

金（現金および有価証券）及び管理部門に係る資産であります。 

  

絵画事業 ホットヨ 

ガ事業

ＣＤ・ＤＶＤ 

販売事業

アミューズ 

メント事業

その他 

事業

計 消去又は 

全社

連結

Ⅰ 売上高及び営業損益

(1)外部顧客に対する 

  売上高
2,465,602 178,593 160,956 706,429 168,065 3,679,646 ― 3,679,646

(2)セグメント間の内部 

  売上高又は振替高
― ― ― ― ― ― ― ―

計 2,465,602 178,593 160,956 706,429 168,065 3,679,646 ― 3,679,646

営業費用 1,910,430 177,711 129,401 708,309 211,633 3,137,486 406,665 3,544,152

営業利益又は 

営業損失(△)
555,171 882 31,554 △1,879 △43,568 542,160 △406,665 135,494

Ⅱ 資産、減価償却費 

  及び資本的支出

  資産 1,844,101 110,358 331,562 1,042,645 318,082 3,646,750 981,084 4,627,835

  減価償却費 1,645 4,377 22,639 510 19,675 48,848 5,153 54,002

  資本的支出 19,740 136,179 ― 2,401 95,238 253,558 4,957 258,516



当連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

（単位：千円） 

 
(注)1. 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

2. 各事業区分の主な内容 

(1)アート・ライフ事業・・・・・絵画および関連商品の販売 

(2)ホット・ヨガ事業・・・・・・ホットヨガスタジオの運営 

(3)映像ＤＶＤ販売事業・・・・・ＣＤ・ＤＶＤ制作および販売 

(4)リアル・エステイト事業・・・不動産の売買、賃貸、仲介 

(5)アミューズメント事業・・・・アミューズメント施設の機器および設備の販売 

(6)その他事業・・・・・・・・・携帯電話コンテンツ、システムエンジニアリング、 

   ウインド・パワー事業、アクア事業 

3．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（889,746千円）の主なもの

は、経営管理に係る費用であります。 

4. 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（1,269,337千円）の主なものは、当社での運用

資金（現金および有価証券）及び管理部門に係る資産であります。 

5. 事業区分の名称につきましては、従来の「絵画事業」、「ホットヨガ事業」、「CD・DVD販売事

業」、「不動産事業」、「その他事業」のうちの「風力発電事業」を「アート・ライフ事業」、「ホッ

ト・ヨガ事業」、「映像DVD販売事業」、「リアル・エステイト事業」、「ウインド・パワー事業」に

それぞれ変更しております。 

  

アート・ 

ライフ事業

ホット・ 

ヨガ事業

映像DVD 

販売事業

リアル・ 

エステイト

事業

アミューズ

メント事業

その他 

事業

計 消去又は 

全社
連結

Ⅰ 売上高及び営業損益

(1)外部顧客に対する 

  売上高
2,113,328 877,515 23,670 1,240,635 ― 33,991 4,289,141 ― 4,289,141

(2)セグメント間の内部 

  売上高又は振替高
― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 2,113,238 877,515 23,670 1,240,635 ― 33,991 4,289,141 ― 4,289,141

営業費用 1,745,404 921,308 18,424 639,292 60,392 49,146 3,433,968 889,746 4,323,715

営業利益又は 

営業損失(△)
367,924 △43,792 5,245 601,343 △60,392 △15,155 855,172 △889,746 △34,573

Ⅱ 資産、減価償却費、 

減損損失及び資本的 

支出

  資産 4,402,549 999,332 137,024 2,454,367 842,853 179,856 9,015,983 260,275 9,276,258

  減価償却費 4,210 62,755 ― ― 1,756 4,407 73,131 4,068 77,199

   減損損失 ― ― ― ― ― 292,984 292,984 ― 292,984

  資本的支出 6,985 696,192 ― ― 9,673 70,601 783,453 223 783,677



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日) 
  

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店はありませんので、該当事項はありませ

ん。 

  

当連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 
  

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店はありませんので、該当事項はありませ

ん。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日) 
  

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 
  

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日) 

役員及び個人主要株主等 

 
(注)１．取引金額には消費税等を含んでおりません。なお期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

当社の主要株主新山洋史氏が議決権の100％を直接所有しております。なお、同氏は平成17年６

月30日付で当社株式の一部を譲渡したため、当社の主要株主ではなくなっております。 

絵画関連商品の販売については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しておりま

す。 

  

当連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

役員及び個人主要株主等 

 
(注)１．取引金額には消費税等を含んでおりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

当社の主要株主新山洋史氏が議決権の100％を直接所有しております。 

絵画関連商品の販売については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しておりま

す。 

属性
会社等 
の名称

住所

資本金又
は出資金
(千円)

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有(被
所有)割合
(％)

関係内容
取引の内
容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役 員 の

兼任等
事 業 上
の関係

主 要 株 主
（個人） 
及びその近
親者が議決
権の過半数
を所有して
いる会社等
(当該会社
等の子会社
を含む)

株式会社
日月会
(注)

東京都
中央区

10,000 美術品
オーク
ション
の主催

なし なし 商品の
販売

絵画関
連商品
の販売

160,764 売掛金 168,099

属性
会社等 
の名称

住所

資本金又
は出資金
(千円)

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有(被
所有)割合
(％)

関係内容
取引の内
容

取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役 員 の

兼任等
事 業 上
の関係

主 要 株 主
（個人） 
及びその近
親者が議決
権の過半数
を所有して
いる会社等
(当該会社
等の子会社
を含む)

株式会社
日月会
(注)

東京都
中央区

10,000 美術品
オーク
ション
の主催

なし なし 商品の
販売及
び仕入

仕入 1,035,000 ― ―

 



(１株当たり情報) 

 
(注) 1. １株当たりの当期純利益又は当期純損失および潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の

基礎は以下のとおりであります。 

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

１株当たり純資産額 5円23銭 １株当たり純資産額 46円94銭

１株当たり当期純利益 0円18銭 １株当たり当期純損失 8円36銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益               0円16銭

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失のため記載しておりません。

平成17年５月27日開催の臨時株主総会決議により、平

成17年７月１日をもって当社普通株式10株を１株に併合

いたしました。当該併合が前期首に行われたと仮定した

場合における、前連結会計年度の１株当たり情報は、そ

れぞれ以下のとおりであります。

前連結会計年度
１株当たり純資産額

52円32銭
１株当たり当期純利益

１円88銭
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

１円68銭

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

１株当たり当期純利益又は当期純損失

当期純利益又は当期純損失(△)(千円) 125,170 △1,145,321

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式にかかる当期純利益又は当期 
純損失(△)(千円)

125,170 △1,145,321

期中平均株式数(株) 664,538,041 136,947,840

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額（千円） ― ―

普通株式増加数（株） 80,264,901 ―

（うち新株予約権） (80,264,901)  (―)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要

―
新株予約権
①株主総会の特別決議日
 平成14年11月28日
 （ストック・オプション 
   としての新株予約権の 
   数13,960個）
②臨時株主総会の決議日
 平成17年５月27日
 （第４回新株予約権の数 
   180,000個）
③取締役会の決議日
 平成18年６月８日
 （第７回新株予約権の数 
   30,000個）



     2. １株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) ― 8,768,084

普通株主に係る純資産額（千円） ― 8,763,284

連結貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当
たり純資産額の算定に用いられた普通株式に係
る連結会計年度末の純資産額との差額（千円）

   新株予約権 ― 4,800

普通株式の発行済株式数（株） ― 186,654,900

普通株式の自己株式数（株） ― 3

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
普通株式の数（株）

― 186,654,897



(重要な後発事象) 

前連結会計年度
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

(株式併合及び１単元の株式数の変更について)

将来における普通株式の発行済株式数の適正化を図る

ことを目的として、平成17年５月27日開催の臨時株主総

会決議により、平成17年７月１日をもって当社普通株式

10株を１株に併合いたしました。同時に１単元の株式数

を1,000株より100株に変更いたしました。

当該株式併合が前期首に行われたと仮定した場合の前

連結会計年度における１株当たり情報及び当期首に行わ

れたと仮定した場合の当連結会計年度における１株当た

り情報は、それぞれ以下の通りとなります。

前連結会計年度 当連結会計年度

当連結会計年度より連結

財務諸表を作成しており

ますので、前連結会計年

度の記載は行っておりま

せん。

１株当たり純資産額

           52円32銭

１株当たり当期純利益 

       １円88銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

      １円68銭

(JAMERIC Inc. と共同出資による子会社設立について)

 平成18年７月25日開催の取締役会において、女性ファ

ッション業界へ事業参入する事を目的として、下記の通

り当社51％、JAMERIC Inc. 49％出資による子会社を設

立することを決議いたしました。 

１ 子会社設立の目的 

 当社は前期より「美しさを創造する」をコンセプトに

事業の選択と集中を進めて参りました。基幹事業である

ホット・ヨガ事業も順調に推移し、多くの女性会員から

支持を戴いております。そこで、更に女性の美しさを創

造するために、新たに女性ファッション業界への事業参

入を図り、子会社の設立を決定いたしました。 

  設立会社の株式会社ジャメリック・ジャパン

（JAMERIC JAPAN Inc.）は、「プレミアム・ジーンズ」

の草分け的存在であり、今や全世界で年間120万本の生

産 実 績 を 持 つ「ト ゥ ル ー レ リ ジ ョ ン（TRUE 

RELIGION）」ブランドの日本総販売代理店として、事業

展開を予定しています。
２ 設立会社の概要
（1） 商号     株式会社ジャメリック・ジャパン  
         （JAMERIC JAPAN Inc.）

(業務提携の解消について)

平成16年８月19日に締結いたしました株式会社ビジネ

スアイとの業務提携につきましては、平成17年８月18日

に契約期間が満了となりましたので解消いたします。

当初、株式会社ビジネスアイが製造販売する「養蜂

堂」ブランドの健康食品につき、販売支援を行ってきま

したが、当社独自の販売チャネルの獲得に難航した結

果、事業採算性の観点から契約を解消するものです。

（2） 設立年月日  平成18年８月下旬 （予定） 

（3） 本店所在地  東京都渋谷区神宮前３-39-５  

         （予定） 

（4） 代表者名   代表取締役社長 柴田敏一 

（5） 資本金    3,000万円 

（6） 主な事業内容 アパレル製品の卸、販売、輸出入 

          新規アパレルブランドの企画、立 

          案 

（7） 決算期       ６月30日

（第三者割当による新株予約権発行に関して）
 平成17年９月13日開催の取締役会において、下記の通

り「株主以外の者に対し第５回新株予約権を発行する

件」を決議いたしました。 

 

１ 新株予約権を発行する理由 

  将来の新株予約権行使により調達した資金を用い、

当社子会社であります株式会社エヌディーサービスの事

業基盤を確立し、事業拡大を図ることを目的とし、特定

の第三者に対して新株予約権を発行しようとするもので

あります。 

 

２ 新株予約権の発行要領 

 (1)新株予約権の名称    

 ニューディール株式会社第５回新株予約権 

 (2)新株予約権の目的たる株式の種類及び数 

  ①株式の種類及び数  

  当社普通株式12,000,000株 

  （新株予約権１個につき1,000株）

（8） 従業員数     若干名 （予定） 

（9） 当社との資本関係、人的関係、取引関係 

    ① 資本関係 当社51％、JAMERIC Inc. 49％出資に 

                より設立いたします。 

    ② 人的関係 当社の役員が取締役を兼務する予定 

                です。 

    ③ 取引関係 現状においては特にございません。

       

(資本準備金の減少について) 

 平成18年７月25日開催の取締役会において、平成18年

９月26日に開催を予定している第８回定時株主総会に、

資本準備金の減少について下記のとおり付議することを

決議いたしました。 

１ 資本準備金減少の目的 

 当社は会社法第448条１項の規定に基づき、資本準備

金の取り崩しを行い、損失の填補を行うことを目的とし

ております。



前連結会計年度
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

 

  ②株式の数の調整 

   当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併  

   合を行う場合には、各新株予約権の目的たる株 

   式の数は次の算式により調整されるものとし、 

   調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨て 

   ます。 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

 (3)発行する新株予約権の総数  12,000個 

 (4)新株予約権の発行価額  

         100円（１株あたり0.1円） 

 (5)新株予約権の発行価額の総額 1,200,000円 

 (6)募集方法   特定の第三者に割り当てます。 

 (7)新株予約権の割当を受ける者及び割り当てる新株 

  予約権の数 

  ①割当先  

  （住 所） 東京都千代田区紀尾井町４番１ 

        号ニューオータニ新紀尾井ビル３階 

  （社 名） 紀尾井町Ｔ２ＯＭ再生事業投資 

        事業組合 

  （代表者） 田谷 廣明 

  （事業内容）投資業 

  ②割り当てる新株予約権の数   12,000個 

 (8)新株予約権の申込期間  平成17年10月１日 

 (9)新株予約権の払込期日及び発行日 

              平成17年10月１日 

(10)各新株予約権の行使に際して払込を為すべき額 

  （以下「行使価額」という） 

  ①行使価額１個につき83,000円 

  （１株につき83円） 

  ②行使価額の調整 

   行使価額は、当社が時価を下回る払込金額で新 

   株式を発行する場合は、次の算式により調整さ 

   れます。尚、次の算式において「既発行株式 

   数」には、当社が自己株式として保有する当社 

   普通株式の数は含まないものとし、当社が時価 

   を下回る払込金額で新株式を発行し、又は自己 

   株式を処分する場合には、「新発行株式数」に  

   は当該発行又は処分される株式数を含むものと 

   します。但し、円位未満小数は切り捨てます。

既発行 

株式数
＋
新発行株式数×１株当り払込金額

調 整 後 

行使価額
＝
調 整 前 

行使価額
×

１株当り時価

既発行株式数＋新発行株式数

   尚、行使価額は、株式の分割または株式併合の 

  場合、時価を下回る払い込み価額で自己株式を処 

  分する場合、株式に転換できる証券を発行する場 

  合、又は新株予約権若しくは新株予約権を付与さ 

  れた証券の発行が行われる場合にも当社が必要と 

    認める調整を行います。 

 (11)新株予約権の行使に際して払込を為すべき額の総 

     額      996,000,000円 

 (12)新株予約権の行使により発行する株式の発行価額 

     １個につき83,100円（１株につき83.1円） 

 (13)新株予約権の行使により発行する株式の発行価額 

     の総額    997,200,000円

 

 

２ 減少する資本準備金の額 

 資本準備金3,053,700,000円のうち、3,053,700,000円

全額を取り崩します。なお、取り崩し後の資本準備金の

額は、０円となります。 

３ 日程 

（1）取締役会決議日 平成18年７月25日（火） 

（2）株主総会決議日 平成18年９月26日（火） 

（3）効力発生日   平成18年９月26日（火） 

４ 減額の方法 

 取り崩す資本準備金の3,053,700,000円は、当期未処

理損失の填補に振替える予定であります。 

      

（事業の一部譲受けについて）

 当社は、平成18年８月９日開催の取締役会において、

平成18年８月16日をもってアートコム株式会社のホッ

ト・ヨガ事業部における営業店舗のうち関東3店舗に係

る資産等を譲り受けることを決議いたしました。

１ 事業譲受けの理由 

 当社は、「美しさを創造する」をコンセプトに、基幹

事業であるホット・ヨガ事業に注力して参りました。現

在、関東を中心にホットヨガスタジオReU（リュウ）６

店舗、ホットヨガサロンLUBIE（ラビエ）12店舗を展開

しており、今後も未進出エリアへの店舗開発を促進し、

新規顧客の獲得により、さらなる業績拡大を目指してお

ります。

 また、当社は「日本最大のホットヨガチェーン」の形

成を最終目的とし、新規店舗開発のみならず、他社経営

の既存店舗買収等も視野に入れた拡大計画を策定してお

ります。その一環として、当初計画通り東日本地区の店

舗充実を目的とし、西日本地区にて重点的に営業展開さ

れているアートコム株式会社が所有するホットヨガスタ

ジオ・オー関東地区３店舗につき、譲り受けの打診をし

たところ、アートコム株式会社も西日本エリアに経営資

源を集中させたいとのことで、両社の思惑が一致したた

め、関東地区で展開しているホットヨガスタジオ・オー

３店舗を譲り受けることとなりました。

２ 事業譲受けの内容

 (1) 譲受けの対象となるホットヨガスタジオ・オー店 

   舗（以下、「対象店舗等」という。）

店舗店 オープン 所在地

銀座店 平成17年９月
東京都中央区銀座2-6-7 
 明治屋銀座ビル4F

池袋店 平成17年９月
東京都豊島区東池袋1-6-
4 伊藤ビル7F

新宿南口店 平成17年12月
東京都渋谷区代々木2-7-
8 東京南新宿ビルディング
1F

(2) 譲受け対象店舗の業績 

   アートコム株式会社平成18年４月期（平成17年５月 

 １日～平成18年４月30日）における譲受け対象店舗 

 の損益状況は次のとおりであります。

科目 金額（百万円）

売上高 169.7

営業利益 19.8

 ※上記数値は、店舗損益の単純合計であり、本部経 

  費付加調整前の業績であります。



前連結会計年度
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

 (14)新株予約権の発行価額及びその行使の際の払込金 

     額の算定理由 

     現在の東京証券取引所マザーズ市場における当社 

    の株価推移を総合的に勘案し、各新株予約権の発 

    行価額は、上記4)のとおりとした。さらに、新株 

    予約権の行使に際して払込をなすべき額について 

    は、平成17年９月１日から平成17年９月９日まで 

    の７営業日の東京証券取引所における当社普通株 

    式の終値の平均89.57143円の92.6635％の１株あた 

    り83円とした。 

 (15)新株予約権の行使により発行する株式の発行価額 

     中資本に組み入れない額 

     新株予約権の行使により発行する株式の発行価額 

    中、資本に組み入れない額は、当該発行価額より 

    資本に組み入れる額を減じた額とします。資本に 

    組み入れる額とは、当該発行価額に0.5を乗じた額 

    とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合 

    は、その端数を切り上げた額とします。 

 (16)新株予約権の行使により発行された当社普通株式 

     に対する利益配当等の計算 

     本新株予約権の行使により交付する株式に関する 

    最初の利益配当金又は中間配当金（商法293条ノ５ 

    による金銭の分配）は、本新株予約権の行使が１ 

    月１日から６月30日までになされたときは１月１ 

    日に、７月１日から12月31日までになされたとき 

    は７月１日に、それぞれ行使があったものとみな 

    して、これを支払います。 

 (17)新株予約権の行使期間 

    平成17年10月２日より平成17年12月27日としま 

    す。 

 (18)新株予約権の行使条件 

    各新株予約権の行使に当たっては、一部行使は出 

    来ないものとします。 

 (19)新株予約権の消却事由及び消却条件 

      当社が吸収合併による消滅並びに株式交換又は 

    株式移転により他の会社の完全子会社となること 

    を、当社の株主総会で決議した場合、未行使の新 

    株予約権の全部を無償にて消却することがで 

  き ま す。 

 (20)譲渡制限 

   本新株予約権の譲渡については、取締役会の承 

  認を受けなければこれをすることができないもの 

  とします。 

 (21)新株予約権の行使請求受付場所 

   当社管理本部 

 (22)新株予約権の行使に際して払込を取り扱う銀行及 

   びその取扱の場所 

   株式会社三井住友銀行 新橋支店 

 (23)新株予約権証券の発行 

   新株予約権証券は、新株予約権者の請求がある 

  ときに限り、当社はこれを発行します。 

 (24)前記各号については、証券取引法に基づく届出の 

   効力発生を条件とします。

(3) 譲受け対象店舗等の資産、負債の項目 

    譲受ける資産は、対象店舗の有形固定資産、敷 

  金・保証金、棚卸資産・商品在庫等とし、負債の 

    譲受けは行いません。

(4) 譲受け価額及び決済方法 

  ① 譲受け価額  ２億3000万円を予定しておりま 

         す。 

  ② 決済方法は平成18年８月16日に譲受け、その代金 

     は現金で決済いたします。

（子会社JAMERIC JAPAN Inc.設立のについて）
 平成18年８月15日付で、JAMERIC Inc.と共同出資によ

る子会社設立いたしました。

1. 設立会社の概要 

（1） 商号     株式会社ジャメリック・ジャパン  

         （JAMERIC JAPAN Inc.） 

（2） 設立年月日  平成18年８月15日 

（3） 本店所在地  東京都渋谷区神宮前３－39－５ 

（4） 代表者名   代表取締役社長 柴田敏一 

（5） 資本金    3,000万円 

（6） 大株主構成  ニューディール株式会社  51％ 

          JAMERIC Inc.       49％ 

（7） 主な事業内容 アパレル製品の卸、販売、輸出入 

          新規アパレルブランドの企画、立 

          案 

（8） 決算期       ６月30日 

（9） 役員構成     代表取締役 柴田敏一 

                  取締役     向田尊洋 

                             （当社代表取締役） 

                  取締役     森雪 

                  取締役     浅倉由香 

                  取締役     松野史明 

                  監査役     今泉長男 

（10） 従業員数    ８名 

（11） 当社との資本関係、人的関係、取引関係 

     ① 資本関係 当社51％、JAMERIC Inc.49％出資に 

        より設立いたします。 

     ② 人的関係 当社の役員1名が取締役を兼務いた 

        します。 

     ③ 取引関係 現状においては特にございません。

2. 今後の見通し 

  当該子会社による平成19年６月期当社グループ連結業

績に与える影響は、売上高2,145百万円、営業利益527百

万円を予定しております。



前連結会計年度
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

 

 

３ 新株予約権発行の日程

平成17年９月13日(火) 新株予約権発行決議

平成17年９月13日(火) 有価証券届出書提出

平成17年９月16日(金)(予定)
新株予約権発行に関す
る法定公告掲出日

平成17年９月21日(水)(予定)
有価証券届出書効力発
生

平成17年10月１日(土)(予定)
新株予約権払込期日・
新株予約権発行日

平成17年10月２日(日)(予定) 新株予約権行使開始日

４ 新株予約権行使後の発行済株式総数の推移

現在の発行済株式総数 72,654,900株

ストックオプション未行使分
(発行日：平成15年11月27日)

1,396,000株

第４回新株予約権未行使分 120,000,000株

第５回新株予約権未行使分 12,000,000株

新株予約権行使後の発行済
株式総数

206,050,900株

５ 新株予約権発行の理由及び資金の使途

  ①新株予約権発行の理由 事業の構築・拡大 

  ②増資調達資金の使途  連結子会社（株式会社 

              エヌディーサービス） 

              事業の構築・拡大 

 



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 

前事業年度
(平成17年６月30日現在)

当事業年度 
(平成18年６月30日現在)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※1 551,500 55,549

 ２ 売掛金 ※1 1,600,698 3,258,980

 ３ たな卸資産 461,821 3,212,138

 ４ 前渡金 307,178 355,899

 ５ 短期貸付金 ※2 336,730 818,630

 ６ 前払金 0 －

 ７ 未収消費税等 15,935 138,590

 ８ 未収入金 ※2 － 98,662

 ９ 立替金 ※2 － 104,703

 10 その他 ※2 74,653 84,511

   貸倒引当金 △94,357 △760,046

   流動資産合計 3,254,160 82.9 7,367,621 78.9

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 147,949 766,502

     減価償却累計額 △6,193 141,756 △64,532 701,969

  (2) 工具器具及び備品 37,474 60,398

     減価償却累計額 △30,143 7,331 △35,986 24,411

  (3) 車両及び運搬具 1,566 －

     減価償却累計額 △279 1,286 － －

  (4) 建設仮勘定 － 804,578

   有形固定資産合計 150,374 3.8 1,530,959 16.4

 ２ 無形固定資産

  (1) 営業権 36,943 －

  (2) 商標権 － 4,722

  (3) ソフトウェア 133,615 41,144

  (4) コンテンツ使用許諾料 29,142 －

  (5) その他 400 400

   無形固定資産合計 200,101 5.1 46,266 0.5

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 13,208 13,208

  (2) 関係会社株式 50,000 112,420

  (3) 長期貸付金 0 2,403

  (4) 差入保証金 0 －

  (5) 敷金保証金 143,079 227,373

  (6) 長期前払費用 112,165 43,055

    貸倒引当金 △0 △0

   投資その他の資産合計 318,454 8.1 398,461 4.3

   固定資産合計 668,929 17.1 1,975,687 21.1

   資産合計 3,923,090 100.0 9,343,309 100.0

 



 
  

 

前事業年度
(平成17年６月30日現在)

当事業年度 
(平成18年６月30日現在)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 5,473 92,782

 ２ 未払金 61,143 141,192

 ３ 未払費用 7,033 1,380

 ４ 未払法人税等 27,348 72,955

 ５ 預り金 2,131 13,188

 ６ 新株予約権 12,000 －

 ７ その他 4,976 16,976

   流動負債合計 120,105 3.1 338,474 3.6

   負債合計 120,105 3.1 338,474 3.6

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※3 6,401,950 163.2 － －

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 4,752,553 － －

   資本剰余金合計 4,752,553 121.1 － －

Ⅲ 利益剰余金

 １ 当期未処理損失 7,351,518 － －

   利益剰余金合計 ※4 △7,351,518 △187.4 － －

   資本合計 3,802,985 96.9 － －

   負債・資本合計 3,923,090 100.0 － －



 
  

前事業年度
(平成17年６月30日現在)

当事業年度 
(平成18年６月30日現在)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 － － 9,455,650 101.2

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 － 3,053,700

    資本剰余金合計 － － 3,053,700 32.7

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 － △3,509,315

    利益剰余金合計 － － △3,509,315 △37.6

 ４ 自己株式 － － △0 △0.0

   株主資本合計 － － 9,000,034 96.3

Ⅱ 新株予約権 － － 4,800 0.1

   純資産合計 － － 9,004,834 96.4

   負債純資産合計 － － 9,343,309 100.0



② 【損益計算書】 

  
前事業年度

(自 平成16年７月１日
 至 平成17年６月30日)

当事業年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 2,973,217 100.0 4,279,318 100.0

Ⅱ 売上原価 2,187,707 73.6 2,641,006 61.7

   売上総利益 785,509 26.4 1,638,311 38.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 650,835 21.9 1,608,256 37.6

   営業利益 134,674 4.5 30,054 0.7

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 ※2 2,144 7,274

 ２ 為替差益 6 3

 ３ 業務受託収入 ※2 2,700 9,189

 ４ 雑収入 2,733 7,583 0.3 2,807 19,275 0.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 新株発行費 － 101,126

 ２ 為替差損 7,288 －

 ３ 保証金償却費 5,197 10,971

 ４ 雑損失 474 12,960 0.4 10,735 122,833 2.8

   経常利益又は 
   経常損失(△)

129,297 4.3 △73,503 △1.7

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※3 － 7,631

 ２ 新株予約権戻入益 － － － 3,000 10,631 0.2

Ⅶ 特別損失

 １ 貸倒引当金繰入額 － 456,799

 ２ 棚卸資産評価損 － 10,649

 ３ 減損損失 ※4 － 292,984

 ４ 前期損益修正損 － 10,518

 ５ 和解金 － 4,000

 ６ 契約解除損 － － － 17,580 792,533 18.5

   税引前当期純利益又は 
   税引前当期純損失(△)

129,297 4.3 △855,405 △20.0

   法人税・住民税 
   及び事業税

2,348 0.1 54,945 1.3

   当期純利益又は 
   当期純損失(△)

126,948 4.3 △910,350 △21.3

   前期繰越損失 7,478,467 －

   当期未処理損失 7,351,518 －



③ 【損失処理計算書】 

  

 
    （注）期別欄の日付は、株主総会承認日であります。 

前事業年度
(平成17年９月27日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

Ⅰ 当期未処理損失 7,351,518

Ⅱ 損失処理額

  資本準備金取崩額 4,752,553

Ⅲ 次期繰越損失 2,598,964



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成17年６月30日残高(千円) 6,401,950 4,752,553 4,752,553

事業年度中の変動額

 新株の発行 3,053,700 3,053,700 3,053,700

 欠損填補 － △4,752,553 △4,752,553

 自己株式の取得 － － －

 当期純損失 － － －

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額)
－ － －

事業年度中の変動額合計(千円) 3,053,700 △1,698,853 △1,698,853

平成18年６月30日残高(千円) 9,455,650 3,053,700 3,053,700

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成17年６月30日残高(千円) △7,351,518 △7,351,518 － 3,802,985

事業年度中の変動額

 新株の発行 － － － 6,107,400

 欠損填補 4,752,553 4,752,553 － －

 自己株式の取得 － － △0 △0

 当期純損失 △910,350 △910,350 － △910,350

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額)
－ － － －

事業年度中の変動額合計(千円) 3,842,203 3,842,203 △0 5,197,050

平成18年６月30日残高(千円) △3,509,315 △3,509,315 △0 9,000,034

新株予約権 純資産合計

平成17年６月30日残高(千円) 12,000 3,814,985

事業年度中の変動額

 新株の発行 － 6,107,400

 欠損金の填補 － －

 自己株式の取得 － △0

 当期純損失 － △910,350

 株主資本以外の項目の 

 事業年度中の変動額(純額)
△7,200 △7,200

事業年度中の変動額合計(千円) △7,200 5,189,849

平成18年６月30日残高(千円) 4,800 9,004,834



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  
前事業年度

(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当社は、当事業年度において営業利益134,674千円を

計上することができましたが、営業活動によるキャッシ

ュ・フロー面においては△1,685,814千円となり、継続

的に営業活動によるキャッシュ・フローのマイナスが続

いております。これにより、当社は継続企業の前提に関

する重要な疑義が存在しております。

当社は当該状況を解消し、財務体質の改善を行うべ

く、前期(平成16年６月期)より中期３ヵ年計画を実施し

ております。当期はその第２年度にあたり、黒字達成の

年度と位置づけております。この目標を達成するため

に、担当役員を選任し絵画事業、ホットヨガ事業等を含

めた新規事業を推進しております。これらの事業は程度

の差はあるものの、まずは順調に推移しております。特

に絵画事業は新規取引先の開拓が堅調に推移し、当社の

基幹事業として確立するに至っております。

また、新規事業の資金調達及び財務の改善について

は、平成15年２月14日第１回新株予約権、平成15年５月

16日第２回新株予約権及び平成16年３月30日第３回新株

予約権はその全ての権利行使を終えたことにより、資本

の充実が講じられ、再建のための具体的な経営計画を着

実に実施しております。

当該財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映し

ておりません。

当社は、当事業年度に910,350千円と多額の当期純損

失を計上しております。また、営業活動によるキャッシ

ュ・フロー面においても、△4,268,430千円となり前事

業年度に引続き、継続的に営業活動によるキャッシュ・

フローのマイナスが続いております。これにより、当社

は継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しておりま

す。 

 当事業年度は、平成16年６月期から実施の中期３ヵ年

計画最終年度であることを踏まえ、黒字定着の年度と考

え努力してまいりました。事業の選択と集中を行った結

果、基幹事業としての「アート・ライフ事業」および

「ホット・ヨガ事業」新規事業としての「リアル・エス

テイト事業」も、概ね順調に推移し、営業利益黒字化に

は貢献いたしましたが、経常利益は赤字となりました。 

 また、事業基盤の強化を図るために実施した平成17年

９月13日第５回新株予約権の権利行使を終えました。ま

た、平成18年６月８日第７回新株予約権も予約権の払い

込みが完了しております。資金面では、ホット・ヨガ事

業の売上が順調に推移している外、土地売却代金10億円

が18年７月上旬回収になったことおよび絵画売掛金の回

収８億円が平成18年９月にあることから、新規事業を含

めた運転資金ならびに設備資金は十分確保されておりま

す。 

 当社は当該状況を鑑み、財務体質の更なる改善と、安

定的な黒字化、累積赤字の解消、株主の皆様への配当を

行うべく、第２次中期３ヵ年計画「プロジェクト10Ｂ」

を設定いたしました。当該「プロジェクト10Ｂ」では、

連結売上100億円、経常利益10％を目標に掲げ、現在の

収益基盤事業の更なる拡充、「美しさを創造する」とい

う企業コンセプトに基づいた新規事業の導入、「戦える

軍団」としての企業体質への転換を目指してまいりま

す。そのため、各事業ごとに担当役員を選任し、売上と

利益を確保することを最重要課題とし、社員一人一人に

もその意識を徹底させてまいります。 

 具体的には、アート・ライフ事業部については、平成

18年７月15日に「上海茂名画廊」をオープンさせ、中国

の富裕層に対して販売を伸ばしていくほか、世界的に有

名なオークションへ定期的に出品し、安定した売上を確

保してまいります。リアル・エステイト事業において

は、不動産の有効活用を推進し、収益物件の取得により

更に安定した収益を確保いたします。 

 ホット・ヨガ事業について、質量ともに「日本最大の

ホットヨガチェーン」を目指し、買収も視野に入れた新

規店舗の出店、更なるサービス内容の充実を図ってまい

ります。平成18年８月には吉祥寺、春日部への出店をは

じめ、北関東、東北、北海道に出店してまいります。平

成18年７月には会員向けのコミュニケーションツールと

して季刊情報誌「O!LUBIE（オー！ラビエ）」を創刊い

たしました。 

 当財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映してお

りません。



重要な会計方針 

     

項目
前事業年度

(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

１ 有価証券の評価基準及び
評価方法

(1) 子会社株式
移動平均法による原価法

(2) その他有価証券
時価のないもの
移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式
 同左

(2) その他有価証券
時価のないもの
同左

２ たな卸資産の評価基準及
び評価方法

(1) 商品 
  個別法による原価法

(1) 商品
絵画及び販売用不動産

   個別法による原価法
上記以外の商品

   移動平均法による原価法
３ 固定資産の減価償却の方
法

(1) 有形固定資産
  定率法を採用しております。
   耐用年数は以下の年数を採用し
ております。
建物及び構築物…………15年
工具器具及び備品………５～６年
車両及び運搬具…………５年

(1) 有形固定資産
同左

建物及び構築物…………10～15年
工具器具及び備品………３～15年
車両及び運搬具…………３年

(2) 無形固定資産
①ソフトウェア(自社利用分)
社内における利用可能期間(５年
間)に基づく定額法によっており
ます。
②営業権
契約期間（６年間）に基づく定額
法によっております。
③コンテンツ使用許諾料
契約期間（20年間）に基づく定額
法によっております。
④商標権
 ― 
  

（3）長期前払費用
契約期間（２～５年間）に基づ
く定額法によっております。

(2) 無形固定資産
①ソフトウェア(自社利用分)
同左 

   
  
②営業権
―

③コンテンツ使用許諾料
―

④商標権
有効使用期間（10年）に基づく 
定額法によっております。

（3）長期前払費用
社内における利用可能期間（３
～５年間）に基づく定額法によ
っております。

４ 繰延資産の処理方法 (1)新株発行費 (1) 新株発行費

支出時に全額費用として処理し
ております。

同左

５ 外貨建の資産及び負債の
本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直
物為替相場により換算し、換算差額は
営業外損益として処理しております。

同左

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
   一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債
権については、個別に回収可能性
を勘案し回収不能見込額を計上し
ております。

(1) 貸倒引当金
同左

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。

―
   

８ その他財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事項

 消費税等の会計処理
  消費税及び地方消費税の会計処理
は、税抜方式によっております。

  消費税等の会計処理
   同左



会計処理の変更 

     
前事業年度

(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

―― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。 

 これにより、税引前当期純損失が292,984千円増加し

ております。なお、減損損失累計額については、改正後

の財務諸表等規則に基づき、当該各資産の金額から直接

控除しております。

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は9,000,034千円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の「純資産の部」については、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。

（自己株式及び準備金等の額の減少等に関する会計基準

一部改正）

 当事業年度より、改正後の「自己株式及び準備金の額

の減少等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 最

終改正平成17年12月27日 企業会計基準第１号）及び

「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会 最終改正平成17年12

月27日 企業会計基準適用指針第２号）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、財務諸表等規則の改正に伴う貸借対照表の表示

に関する変更は以下のとおりであります。 

 前事業年度において資本に対する控除項目として「資

本の部」の末尾に表示にておりました「自己株式」は、

当事業年度より「株主資本」に対する控除項目として、

「株主資本」の末尾に表示しております。



表示方法の変更 

    
前事業年度

(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

（貸借対照表関係）
――

       
       
      
      
       
       
      
       
      
      
      
       
    
     
（損益計算書関係）
前事業年度まで販売費及び一般管理費の内訳を区分

掲記しておりましたが、簡潔明瞭に表示するため、当

事業年度においては一括掲記することといたしまし

た。

（貸借対照表関係）
１ 前事業年度において独立科目で掲記していた前払
金（当事業年度0千円）については、金額が僅少となっ
たため、流動資産の「その他」に含めて表示しており
ます。

２ 前事業年度において流動資産の「その他」に表示し
ておりました「未収入金」（前事業年度35,388千円）に
ついては、総資産の100分の１を超えたため、当事業年
度より区分掲記しております。

３ 前事業年度において流動資産の「その他」に表示し
ておりました「立替金」（前事業年度1,508千円）につ
いては、総資産の100分の１を超えたため、当事業年度
より区分掲記しております。

（損益計算書関係）
――



追加情報 

    
前事業年度

(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

（手形訴訟の経過に関して） 

１. 経過報告 

 当社は、下記２以下の通り又来 渉氏、榊原三郎氏、

漢和貿易株式会社より、所持する約束手形に当社の旧商

号である「株式会社リキッドオーディオジャパン代表取

締役黒木正博」の裏書があることから、３件合計で２億

5,000万円の支払いを求める手形訴訟を提起され、後に

いずれも通常訴訟手続きに移行して審理されていまし

た。その後平成16年３月29日に、上記３件につき、東京

地方裁判所から原告全員の請求を棄却するとの判決が言

い渡され、平成16年10月６日に、東京高等裁判所は各控

訴を棄却し、平成16年10月29日までに榊原三郎氏、漢和

貿易株式会社の２件については上告が無く、当社の全面

勝訴判決が確定し、又来 渉氏については最高裁判所へ

の上告提起が為されましたが、平成17年２月28日、最高

裁判所より平成17年２月25日付で上告棄却及び上告受理

申立に対して不受理とする各決定がなされたとの通知が

あり、又来氏の裁判についても当社全面勝訴判決が確定

しました。 

２. 訴訟の原因及び提起に至った経緯 

(1)原告 又来 渉氏 

 平成13年１月31日に株式会社スーパーファクトリー

（代表取締役 黒木正博）が振り出した約束手形１億円

につき、「株式会社リキッドオーディオジャパン代表取

締役社長黒木正博」の記載が裏書人欄にあり、平成15年

３月３日の満期に所持人（又来 渉氏）が支払呈示した

ものの不渡りとなったことから、当社に対して裏書人と

しての責任を求めるため訴訟となったものです。 

(2)原告 榊原三郎氏 

 平成11年６月27日に株式会社インターネット・コミュ

ニケーションズ（代表取締役 大神田正文）が振り出し

た約束手形１億円につき、「株式会社リキッドオーディ

オジャパン代表取締役社長 黒木正博」の記載が裏書人

欄にあり、平成15年２月20日の満期に所持人（榊原三郎

氏）が支払呈示したものの不渡りとなったことから、当

社に対して裏書人としての責任を求めるため訴訟となっ

たものです。 

(3)原告 漢和貿易株式会社 

 平成11年６月28日に株式会社スーパーファクトリー

（代表取締役 黒木正博）が振り出した約束手形5,000

万円につき、「株式会社リキッドオーディオジャパン代

表取締役 黒木正博」の記載が裏書人欄にあり、平成15

年３月28日の満期に所持人（漢和貿易株式会社）が支払

呈示したものの不渡りとなったことから、当社に対して

裏書人としての責任を求めるため訴訟となったもので

す。 

３. 訴訟を提起した者 

(1)原告 又来 渉氏 

 ①名 称 又来 渉 

 ②所在地 東京都港区六本木４丁目１番16号－308号 

(2)原告 榊原三郎氏 

 ①名 称 榊原三郎 

 ②所在地 横浜市中区山手町24番地

(業務提携の解消について) 

 平成16年８月19日に締結いたしました株式会社ビジネ

スアイとの業務提携につきましては、平成17年8月18日

に契約期間が満了となりましたので解消いたしました。

当初、株式会社ビジネスアイが製造販売する「養蜂堂」

ブランドの健康食品につき、販売支援を行ってきました

が、当社独自の販売チャネルの獲得に難航した結果、事

業採算性の観点から契約を解消いたしました。 

 

(判決言い渡し及び確定について) 

１．経過報告 

 当社は、下記２．以下の通り門脇建設株式会社 代

表取締役 門脇豊明氏から、同社が所持する額面金２

億5,000万円の約束手形に当社の旧商号である「株式会

社リキッドオーディオジャパン代表取締役黒木正博」

の裏書があることから、平成16年９月27日に２億5,000

万円の支払いを求める手形訴訟を提起され、平成16年

11月５日に通常訴訟手続きに移行して審理され、平成

18年３月８日、東京地方裁判所から原告の請求を棄却

するとの判決が言い渡され当社全面勝訴となりまし

た。その後、控訴期限の平成18年３月23日までに原告

の控訴がなく、上記判決が確定したしました。 

２．訴訟の原因及び提起に至った経緯 

 平成11年９月29日に株式会社スーパーファクトリー

（代表取締役 黒木正博）が振り出した約束手形２億

5，000万円につき、「株式会社リキッドオーディオジ

ャパン代表取締役 黒木正博」の記載が裏書人欄にあ

り、平成16年８月12日の満期に所持人が取り立てたと

ころ、不渡りとなった為、当社にその支払いを求めた

ものであります。 

３．訴訟を提起した者 

 ①名称    門脇建設株式会社 

        代表取締役 門脇豊明 

 ②所在地   八王子市散田町五丁目30番10号 

４．訴訟の内容及び請求額 

 ①訴訟の内容 約束手形金請求事件 

 ②請求金額  金250,000,000円 

 

（第三者割当による新株予約権発行に関して）  

 平成18年６月８日開催の取締役会において、下記の

とおり株主以外の者に対し、第７回新株予約権を、平

成18年６月26日付で発行いたしました。 

１． 新株予約権を発行する理由 

 将来の新株予約権行使により調達した資金を用い、

既存事業の拡大を目的とし、特定の第三者に対して新

株予約権を発行しようとするものであります。 

２． 新株予約権の発行要領 

（１）新株予約権の名称 ニューディール株式会社第７ 

   回新株予約権 

（２）新株予約権の目的たる株式の種類及び数 

  ①株式の種類及び数 当社普通株式30,000,000株 

   （新株予約権１個につき1,000株） 

 



前事業年度
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

(3)原告 漢和貿易株式会社 

 ①名 称 漢和貿易株式会社 

 ②所在地 東京都渋谷区富ヶ谷１丁目35番22号 

４. 訴訟の内容及び請求額 

(1)原告 又来 渉氏 

 ① 訴訟の内容     約束手形金請求事件 

 ② 請求金額      金100,000,000円 

(2)原告 榊原三郎氏 

 ① 訴訟の内容     約束手形金請求事件 

 ② 請求金額      金100,000,000円 

(3)原告 漢和貿易株式会社 

 ① 訴訟の内容     約束手形金請求事件 

 ② 請求金額      金50,000,000円 

 

(手形訴訟の経過について) 

 １．経過報告 

 当社は、下記２以下の通り門脇豊明氏から、同氏が所

持する額面金２億5，000万円の約束手形に当社の旧商号

である「株式会社リキッドオーディオジャパン代表取締

役黒木正博」の裏書があることから、平成16年９月27日

に２億5,000万円の支払いを求める手形訴訟を提起さ

れ、平成16年11月５日にその手形訴訟の口頭弁論が東京

地方裁判所にてありました。当社は、上記裏書きが偽造

であることを示す客観的証拠があることから、上記裏書

きは偽造であるとの主張・証拠を提出し、その結果、通

常訴訟手続きに移行し、上記裁判は審理されることにな

りました。 

２．訴訟の原因及び提起に至った経緯 

 平成11年９月29日に株式会社スーパーファクトリー

（代表取締役 黒木正博）が振り出した約束手形２億

5,000万円につき、「株式会社リキッドオーディオジャ

パン代表取締役 黒木正博」の記載が裏書人欄にあり、

平成16年８月12日の満期に所持人が取り立てたところ、

不渡りとなった為、当社にその支払いを求めたものであ

る。 

３．訴訟を提起した者 

(1)名称  門脇建設株式会社 代表取締役 門脇豊明 

(2)所在地 八王子市散田町五丁目30番10号 

４．訴訟の内容及び請求額 

(1)訴訟の内容  約束手形金請求事件 

(2)請求金額   金250,000,000円 

５．今後の見通し 

 当社の裏書きについては、平成16年10月６日に東京高

等裁判所にて判決が出、当社が１件を除き全面勝訴した

件と同一の疑いがあるため、引き続き裁判で争う予定で

あります。 

（訴訟の提起の発生） 

(1)原告の訴状に記載された訴訟の原因及び提起に至っ

た経緯 

 原告は、平成13年9月12日に、株式会社リキッド・オ

ーディオジャパン（当時の当社の商号）が同年9月27日

に発行した第2回2006年満期ユーロ円建転換社債（以下

「本件社債」という。）の株式購入代金（2,000株分）

として金1億円を訴外株式会社スーパーステージに振込

送金する方法で被告（当社）に支払ったが、本件社債が

株式に転換されたにもかかわらず、株式2,000株を引き

渡さず、株式代金も返還しないので、当社にその支払い

を求めるものであります。

 

  ②株式の数の調整 

    当社が当社普通株式につき株式分割（当社普通 

   株式の無償割当てを含む。）又は株式併合を行 

   う場合には、各新株予約権の目的たる株式の数 

   は次の算式により調整されるものとし、調整の 

   結果生じる１株未満の端数は切り捨てます。 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

（３）発行する新株予約権の総数  30,000個 

（４）新株予約権の払込金額  100円（１株あたり0.1 

                  円） 

（５）新株予約権の払込金額の総額  3,000,000円 

（６）募集方法   特定の第三者に割り当てます。 

（７）新株予約権の割当を受ける者及び割り当てる新 

   株予約権の数 

   ①割当先   

   （住 所）東京都中央区八丁堀3-4-12京丸ビル 

        1階 

    （社 名）ニュークエスト第１号投資事業組合 

    （代表者）藤谷 靖雄 

    （事業内容）投資業 

   ②割り当てる新株予約権の数  30,000個 

（８）新株予約権の申込期間  平成18年６月26日 

（９）新株予約権の払込期日及び割当日  

              平成18年６月26日 

（10）各新株予約権の行使に際して出資される財産の 

   価額（以下「行使価額」という） 

  ①行使価額 １個につき45,000円(１株につき45円)

  ②行使価額の調整 

    行使価額は、当社が時価を下回る払込金額で 

   新株式を発行する場合は、次の算式により調整 

   されます。尚、次の算式において「既発行株式 

   数」には、当社が自己株式とし保有する当社普 

   通株式の数は含まないものとし、当社が時価を 

   下回る払込金額で新株式を発行し、又は自己株 

   式を処分する場合には、「新発行株式数」には 

   当該発行又は処分される株式数を含むものとし 

   ます。但し、円位未満小数は切り捨てます。  

既発行

株式数
＋
新発行株式数×１株当り払込金額

調 整 後

行使価額
＝
調 整 前

行使価額
×

１株当り時価

既発行株式数＋新発行株式数

      尚、行使価額は、株式の分割（当社普通株式 

   の無償割当てを含む。）または株式併合の場 

   合、時価を下回る払い込み価額で自己株式を処 

   分する場合、株式に転換できる証券を発行する 

   場合、又は新株予約権若しくは新株予約権を付 

   与された証券の発行が行われる場合にも当社が 

   必要と認める調整を行います。 

（11）新株予約権の行使に際して出資される財産の価 

   額の総額     1,350,000,000円 

 



前事業年度
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

(2)訴訟を提起した者（原告） 

 ①氏名 又来 渉 

 ②住所 東京都港区六本木４丁目１番16－308号 

(3)訴訟の内容及び請求額 

 ①訴訟の内容 株式代金返還請求事件 

 ②請求金額  金100,000,000円及びこれに対する平

成14年11月１日から支払済みまで年６分の割合による遅

延損害金。 

(4)今後の見通し 

 当社には、原告との間で上記1記載の株式取引を行っ

た事実及び上記代金を受け取った事実はなく、事実関係

を含め全面的に法廷で争う予定であります。 

 

（外形標準課税制度の導入について） 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準

委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加

価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に

計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が 25,000千円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

が、25,000千円減少しております。

（12）新株予約権の払込金額及びその行使に際して出 

   資される財産の価額の算定理由 

    現在の東京証券取引所マザーズ市場における当 

   社の株価推移を総合的に勘案し、各新株 予約権 

   の払込価額は、上記(4)のとおりとした。さら 

   に、新株予約権の行使に際して出資 される財産 

   の価額については、平成18年５月１日から平成 

   18年６月７日までの25営業日の東京証券取引所 

   における当社普通株式の終値の平均42.56円の 

   105.73％の１株あたり45円とした。 

（13）新株予約権の行使により株式を発行する場合に 

   おける増加する資本金および資本準備金に関す 

   る事項  

  ①新株予約権の行使により株式を発行する場合に 

   おける増加する資本金の額は、会社計算規則第 

   40条第１項に従い算出される資本金等増加限度 

   額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満 

   の端数が生じたときは、その端数を切り上げる 

   ものとします。 

  ②新株予約権の行使により株式を発行する場合に 

   おいて増加する資本準備金の額は、上記①記載 

   の資本金等増加限度額から①に定める増加する 

   資本金の額を減じた額とします。 

（14）新株予約権の行使期間 

    平成18年６月27日より平成19年６月26日としま 

   す。 

（15）新株予約権の行使条件 

    各新株予約権の行使に当たっては、一部行使は 

   出来ないものとします。 

（16）新株予約権の取得の事由及び条件 

   当社が吸収合併による消滅並びに株式交換又は 

   株式移転により他の会社の完全子会社となるこ 

   とを、当社の株主総会で決議した場合、取締役 

   会が別途定める日に、当社は、未行使の新株予 

   約権の全部を無償にて取得することができま 

   す。



   
  

前事業年度
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

 

 

（17）譲渡制限 

    本新株予約権の譲渡については、取締役会の承 

   認を受けなければこれをすることができないも 

   のとします。 

（18）新株予約権の行使請求受付場所 

    当社管理本部 

（19）新株予約権の行使に際して払込を取り扱う銀行 

   及びその取扱の場所 

    株式会社三井住友銀行 新橋支店 

（20）新株予約権証券の発行 

  ①新株予約権証券は、新株予約権者の請求がある 

   ときに限り、当社はこれを発行します。但し、 

   発行する新株予約権証券は、記名式に限るもの 

   とします。 

  ②新株予約権者は、新株予約権証券につき、記名 

   式の新株予約権証券を無記名式とすることを、 

   会社に対して請求することはできません。 

（21）会社法その他の法律の改正等、本要項規定中読 

   み替えその他の措置が必要となる場合には当社 

   は必要な措置を講じます。 

（22）前記各号については、証券取引法に基づく届出 

   の効力発生を条件とします。

３． 新株予約権発行の日程

平成18年６月８日(木) 新株予約権発行決議

平成18年６月８日(木) 有価証券届出書提出

平成18年６月24日(土) 有価証券届出書効力発生

平成18年６月26日(月) 
新株予約権払込期日・新株
予約権発行日

平成18年６月27日(火) 新株予約権行使開始日

４． 新株予約権行使後の発行済株式総数の推移

現在の発行済株式総数 186,654,900株

ストックオプション未行使分 
(発行日：平成15年11月27日)

1,396,000株

第４回新株予約権未行使分 18,000,000株

第７回新株予約権未行使分 30,000,000株

新株予約権行使後の発行済株式
総数

236,050,900株

   ※ 第５回新株予約権は全部行使完了済 

   ※ 第６回新株予約権は全部買い戻し償却済

５． 新株予約権発行の理由及び資金の使途等 

  (1) 新株予約権発行の理由 事業の構築・拡大 

  (2) 増資調達資金の使途 

     ホット・ヨガ事業における店舗拡充資金、年 

    末の海外大型オークションに向けた絵画買 付 

    資金 

  (3) 業績に与える見通し 

     現段階では未定ですが、詳細が判明次第発表 

    いたします。



注記事項 

(貸借対照表関係) 
  

 
  

(損益計算書関係) 
  
  

前事業年度 
(平成17年６月30日)

当事業年度
(平成18年６月30日)

1 外貨建資産

科目 外貨額
貸借対照表
計上額

現金及び預金 0千US$ 9千円

売掛金 0千US$ 61千円

1 外貨建資産

科目 外貨額
貸借対照表 
計上額

現金及び預金 0千US$ 9千円

―

２ 関係会社に対する資産

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているも

のは、次のとおりであります。

短期貸付金          180,000千円

未収入金            7,738千円

未収収益             162千円

２ 関係会社に対する資産

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているも

のは、次のとおりであります。

短期貸付金           752,800千円

未収入金            97,174千円

立替金             54,327千円

その他（未収収益）       4,759千円

３ 会社が発行する株式 普通株式  900,000,000株

  発行済株式総数 普通株式  726,549,000株

３ ―

  

４ 資本の欠損の額は7,351,518千円であります。 ４ ―

前事業年度
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

１ 販売費に属する費用のおおよその割合は８％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は92％でありま

す。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

上場関連費        140,451千円

コンサルタント費     56,227千円

役員報酬                  55,435千円

給料・手当         66,220千円

租税公課                  37,344千円

地代家賃                  40,927千円

減価償却費                 9,531千円

貸倒引当金繰入額           7,642千円

２ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

受取利息             162千円

業務受託収入        2,700千円

１ 販売費に属する費用のおおよその割合は25％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は75％でありま

す。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

上場関連費        398,093千円

地代家賃                 264,016千円

減価償却費                66,614千円

貸倒引当金繰入額         208,888千円

業務委託料               125,243千円

 

２ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

受取利息           4,979千円

業務受託収入        9,189千円

３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

建物及び構築物       3,000千円



 
  

前事業年度
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

――

 

４ 減損損失

  当事業年度において当社は以下の資産について減損

損失を計上しております。

場所 用途 種類 金額(千円)

本社
その他事業

ソフトウェア 28,733（ドレッシー 
ネット事業）

本社
その他事業

営業権 36,943（携帯電話コン
テンツ事業）

本社
その他事業

コンテンツ 
使用許諾料

29,142（携帯電話コン
テンツ事業）

本社 遊休資産 ソフトウェア 86,786

本社
 その他事業 
（ウインド・ 
 パワー）

長期前払費用 111,378

 当社は、事業の種類別にアート・ライフ事業、ホ

ット・ヨガ事業、映像DVD販売事業、アミューズメ

ント事業及びその他事業にグルーピングしておりま

す。 

 グルーピングの単位である各事業において、その

他事業のうちドレッシーネット事業およびウイン

ド・パワー事業の東海大方式に関わる特許権使用料

については、前事業年度までの過去２年間赤字であ

り、当事業年度も黒字化が達成できず、今後も黒字

化の見通しが立たなくなったため、これらの事業に

使用しているソフトウェアの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、また、携帯電話コンテンツ事業は新

規プロバイダーの開拓に注力しているものの、エム

ピオンアジア社との独占契約の解除もあり当初予定

のダウンロード件数の確保に時間を要するため遊休

資産の認定を行った上記ソフトウェアおよび長期前

払費用の他、営業権、コンテンツ使用許諾料につい

て同様の処理をし、当該減少額 (292,984千円) を

減損損失として特別損失に計上しております。 

 当事業年度の減損損失の測定に使用した回収可能

価額は正味売却可能価額及び使用価値であります。

正味売却可能価額については、売却可能価額により

算定しており、使用価値については、将来のキャッ

シュ・フローを５%で割り引いて算定しておりま

す。



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度（自平成17年７月１日 至平成18年６月30日） 

１. 自己株式に関する事項 

 
（注）1. 増加数の内訳は次のとおりです。 

  単元未満株式の買取による増加          3株 

  

(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

  普通株式(株) ― 3 ― 3

前事業年度
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

リース期間が満了したため該当事項はありません。

――

② 未経過リース料期末残高相当額

リース期間が満了したため該当事項はありません。

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

 支払リース料 12,394千円

 減価償却費相当額 11,163千円

 支払利息相当額 150千円
 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

  ・減価償却費の算定方法

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

  

    

  ・利息相当額の算定方法

    リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。

  

   



次へ 

(税効果会計関係) 

 
    

(有価証券関係) 

前事業年度（平成17年６月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

当事業年度（平成18年６月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの     

該当事項はありません。 

前事業年度 
(平成17年６月30日)

当事業年度
(平成18年６月30日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 繰延税金資産

  繰越欠損金 2,465,184千円

  減価償却費 75,095千円

  貸倒引当金 340,966千円

  貸倒損失 48,840千円

  その他 22,465千円

  繰延税金資産小計 2,952,552千円

  評価性引当額 △2,952,552千円

  繰延税金資産合計 －千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 繰延税金資産

  繰越欠損金 2,456,851千円

  減価償却費 130,860千円

  貸倒引当金 611,377千円

  貸倒損失 48,840千円

  その他 23,098千円

  繰延税金資産小計 3,271,027千円

  評価性引当額 △3,271,027千円

  繰延税金資産合計 －千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

評価性引当額 △42.7％

交際費等永久に益金に算入されない項目 2.0％

住民税均等割等 1.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 1.8％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

負担率との差異については、税引前当期純損失が

計上されているため記載しておりません。



(１株当たり情報) 

  

 
（注）1．１株当たりの当期純利益又は当期純損失及び潜在株式調整後１株当たりの当期純利益の算定上の基礎は以下

のとおりであります。 

 
  

前事業年度
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

１株当たり純資産額 5円23銭 １株当たり純資産額 48円21銭

１株当たり当期純利益 0円19銭 １株当たり当期純損失 6円64銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益               0円17銭

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失のため記載しておりません。

平成17年５月27日開催の臨時株主総会決議により、平

成17年７月１日をもって当社普通株式10株を１株に併合

いたしました。当該併合が前期首に行われたと仮定した

場合における、前事業年度の１株当たり情報は、それぞ

れ以下のとおりであります。

前事業年度
１株当たり純資産額

52円34銭
１株当たり当期純利益

１円91銭
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

１円70銭

前事業年度
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

１株当たり当期純利益又は当期純損失

当期純利益又は当期純損失(△)(千円) 126,948 △910,350

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△) 
(千円)

126,948 △910,350

期中平均株式数(株) 664,538,041 136,947,840

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額（千円） ― ―

普通株式増加数（株） 80,264,901 ―

（うち新株予約権） (80,264,901)  (―)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の 概要

―
新株予約権
①株主総会の特別決議日
 平成14年11月28日
 （ストック・オプション 
   としての新株予約権の 
   数13,960個）
②臨時株主総会の決議日
 平成17年５月27日
 （第４回新株予約権の数 
   180,000個）
③取締役会の決議日
 平成18年６月８日
 （第７回新株予約権の数 
   30,000個）



   2．１株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

前事業年度
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) ― 9,004,834

普通株主に係る純資産額（千円） ― 9,000,034

貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当たり
純資産額の算定に用いられた普通株式に係る会
計年度末の純資産額との差額（千円）

   新株予約権 ― 4,800

普通株式の発行済株式数（株） ― 186,654,900

普通株式の自己株式数（株） ― 3

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株
式の数（株）

― 186,654,897



(重要な後発事象) 

前事業年度
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

(株式併合及び１単元の株式数の変更について)

将来における普通株式の発行済株式数の適正化を図る

ことを目的として、平成17年５月27日開催の臨時株主総

会決議により、平成17年７月１日をもって当社普通株式

10株を１株に併合いたしました。同時に１単元の株式数

を1,000株より100株に変更いたしました。

当該株式併合が前期首に行われたと仮定した場合の前

連事業年度における１株当たり情報及び当期首に行われ

たと仮定した場合の当事業年度における１株当たり情報

は、それぞれ以下の通りとなります。

前事業年度 当事業年度

１株当たり純資産額

           42円68銭

１株当たり純資産額

           52円34銭

１株当たり当期純利益 

       21円44銭

１株当たり当期純利益 

       １円91銭

なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額

については、１株当たり

当期純損失のため記載し

ておりません。 

 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

      １円70銭

(JAMERIC Inc.と共同出資による子会社設立について)

 平成18年７月25日開催の取締役会において、女性ファ

ッション業界へ事業参入する事を目的として、下記の通

り当社51％、JAMERIC Inc.49％出資による子会社を設立

することを決議いたしました。 

 

１ 子会社設立の理由 

 当社は前期より「美しさを創造する」をコンセプトに

事業の選択と集中を進めて参りました。基幹事業である

ホット・ヨガ事業も順調に推移し、多くの女性会員から

支持を戴いております。そこで、更に女性の美しさを創

造するために、新たに女性ファッション業界への事業参

入を図り、子会社の設立を決定いたしました。 

  設立会社の株式会社ジャメリック・ジャパン

（JAMERIC JAPAN Inc.）は、「プレミアム・ジーンズ」

の草分け的存在であり、今や全世界で年間120万本の生

産 実 績 を 持 つ「ト ゥ ル ー レ リ ジ ョ ン（TRUE 

RELIGION）」ブランドの日本総販売代理店として、事業

展開を予定しています。

２ 設立会社の概要 

（1） 商号     株式会社ジャメリック・ジャパン  

         （JAMERIC JAPAN Inc.）

(業務提携の解消について)

平成16年８月19日に締結いたしました株式会社ビジネ

スアイとの業務提携につきましては、平成17年８月18日

に契約期間が満了となりましたので解消いたします。

当初、株式会社ビジネスアイが製造販売する「養蜂

堂」ブランドの健康食品につき、販売支援を行ってきま

したが、当社独自の販売チャネルの獲得に難航した結

果、事業採算性の観点から契約を解消するものです。

（2） 設立年月日  平成18年８月下旬 （予定） 

（3） 本店所在地  東京都渋谷区神宮前３-39-５  

         （予定） 

（4） 代表者名   代表取締役社長 柴田敏一 

（5） 資本金    3,000万円 

（6） 主な事業内容 アパレル製品の卸、販売、輸出入 

          新規アパレルブランドの企画、立 

          案 

（7） 決算期       ６月30日

（第三者割当による新株予約権発行に関して）
 平成17年９月13日開催の取締役会において、下記の通

り「株主以外の者に対し第５回新株予約権を発行する

件」を決議いたしました。 

 

１ 新株予約権を発行する理由 

  将来の新株予約権行使により調達した資金を用い、

当社子会社であります株式会社エヌディーサービスの事

業基盤を確立し、事業拡大を図ることを目的とし、特定

の第三者に対して新株予約権を発行しようとするもので

あります。 

 

２ 新株予約権の発行要領 

 (1)新株予約権の名称    

 ニューディール株式会社第５回新株予約権 

 (2)新株予約権の目的たる株式の種類及び数 

  ①株式の種類及び数  

  当社普通株式12,000,000株 

  （新株予約権１個につき1,000株）

（8） 従業員数     若干名 （予定） 

（9） 当社との資本関係、人的関係、取引関係 

    ① 資本関係 当社51％、JAMERIC Inc.49％出資に 

                より設立いたします。 

    ② 人的関係 当社の役員が取締役を兼務する予定 

                です。 

    ③ 取引関係 現状においては特にございません。

       

(資本準備金の減少について) 

 平成18年７月25日開催の取締役会において、平成18年

９月26日に開催を予定している第8回定時株主総会に、

資本準備金の減少について下記のとおり付議することを

決議いたしました。 

１ 資本準備金減少の目的 

 当社は会社法第448条１項の規定に基づき、資本準備

金の取り崩しを行い、当期未処理損失の填補を行うこと

を目的としております。  

２ 減少する資本準備金の額 

 資本準備金3,053,700,000円のうち、3,053,700,000円

全額を取り崩します。なお、取り崩し後の資本準備金の

額は、０円となります。



前事業年度
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

 

  ②株式の数の調整 

   当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併  

   合を行う場合には、各新株予約権の目的たる株 

   式の数は次の算式により調整されるものとし、 

   調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨て 

   ます。 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

 (3)発行する新株予約権の総数  12,000個 

 (4)新株予約権の発行価額  

         100円（１株あたり0.1円） 

 (5)新株予約権の発行価額の総額 1,200,000円 

 (6)募集方法   特定の第三者に割り当てます。 

 (7)新株予約権の割当を受ける者及び割り当てる新株 

  予約権の数 

  ①割当先  

  （住 所） 東京都千代田区紀尾井町４番１ 

        号ニューオータニ新紀尾井ビル３階 

  （社 名） 紀尾井町Ｔ２ＯＭ再生事業投資 

        事業組合 

  （代表者） 田谷 廣明 

  （事業内容）投資業 

  ②割り当てる新株予約権の数   12,000個 

 (8)新株予約権の申込期間  平成17年10月１日 

 (9)新株予約権の払込期日及び発行日 

              平成17年10月１日 

(10)各新株予約権の行使に際して払込を為すべき額 

  （以下「行使価額」という） 

  ①行使価額１個につき83,000円 

  （１株につき83円） 

  ②行使価額の調整 

   行使価額は、当社が時価を下回る払込金額で新 

   株式を発行する場合は、次の算式により調整さ 

   れます。尚、次の算式において「既発行株式 

   数」には、当社が自己株式として保有する当社 

   普通株式の数は含まないものとし、当社が時価 

   を下回る払込金額で新株式を発行し、又は自己 

   株式を処分する場合には、「新発行株式数」に  

   は当該発行又は処分される株式数を含むものと 

   します。但し、円位未満小数は切り捨てます。

既発行 

株式数
＋
新発行株式数×１株当り払込金額

調 整 後 

行使価額
＝
調 整 前 

行使価額
×

１株当り時価

既発行株式数＋新発行株式数

   尚、行使価額は、株式の分割または株式併合の 

  場合、時価を下回る払い込み価額で自己株式を処 

  分する場合、株式に転換できる証券を発行する場 

  合、又は新株予約権若しくは新株予約権を付与さ 

  れた証券の発行が行われる場合にも当社が必要と 

    認める調整を行います。 

 (11)新株予約権の行使に際して払込を為すべき額の総 

     額      996,000,000円 

 (12)新株予約権の行使により発行する株式の発行価額 

     １個につき83,100円（１株につき83.1円） 

 (13)新株予約権の行使により発行する株式の発行価額 

     の総額    997,200,000円

 

 

３ 日程 

（1）取締役会決議日 平成18年７月25日（火） 

（2）株主総会決議日 平成18年９月26日（火） 

（3）効力発生日   平成18年９月26日（火） 

４ 減額の方法 

 取り崩す資本準備金の3,053,700,000円は、当期未処

理損失の填補に振替える予定であります。

        

（事業の一部譲受けについて）

 当社は、平成18年８月９日開催の取締役会において、

平成18年８月16日をもってアートコム株式会社のホッ

ト・ヨガ事業部における営業店舗のうち関東3店舗に係

る資産等を譲り受けることを決議いたしました。

１ 事業譲受けの理由 

 当社は、「美しさを創造する」をコンセプトに、基幹

事業であるホット・ヨガ事業に注力して参りました。現

在、関東を中心にホットヨガスタジオReU（リュウ）６

店舗、ホットヨガサロンLUBIE（ラビエ）12店舗を展開

しており、今後も未進出エリアへの店舗開発を促進し、

新規顧客の獲得により、さらなる業績拡大を目指してお

ります。

 また、当社は「日本最大のホットヨガチェーン」の形

成を最終目的とし、新規店舗開発のみならず、他社経営

の既存店舗買収等も視野に入れた拡大計画を策定してお

ります。その一環として、当初計画通り東日本地区の店

舗充実を目的とし、西日本地区にて重点的に営業展開さ

れているアートコム株式会社が所有するホットヨガスタ

ジオ・オー関東地区３店舗につき、譲り受けの打診をし

たところ、アートコム株式会社も西日本エリアに経営資

源を集中させたいとのことで、両社の思惑が一致したた

め、関東地区で展開しているホットヨガスタジオ・オー

３店舗を譲り受けることとなりました。

２ 事業譲受けの内容

 (1) 譲受けの対象となるホットヨガスタジオ・オー店 

   舗（以下、「対象店舗等」という。）

店舗店 オープン 所在地

銀座店 平成17年９月
東京都中央区銀座2-6-7 
 明治屋銀座ビル4F

池袋店 平成17年９月
東京都豊島区東池袋1-6-
4 伊藤ビル7F

新宿南口店 平成17年12月
東京都渋谷区代々木2-7-
8 東京南新宿ビルディング
1F

(2) 譲受け対象店舗の業績 

   アートコム株式会社平成18年４月期（平成17年５月 

 １日～平成18年４月30日）における譲受け対象店舗 

 の損益状況は次のとおりであります。

科目 金額（百万円）

売上高 169.7

営業利益 19.8

 ※上記数値は、店舗損益の単純合計であり、本部経 

  費付加調整前の業績であります。



前事業年度
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

 (14)新株予約権の発行価額及びその行使の際の払込金 

     額の算定理由 

     現在の東京証券取引所マザーズ市場における当社 

    の株価推移を総合的に勘案し、各新株予約権の発 

    行価額は、上記4)のとおりとした。さらに、新株 

    予約権の行使に際して払込をなすべき額について 

    は、平成17年９月１日から平成17年９月９日まで 

    の７営業日の東京証券取引所における当社普通株 

    式の終値の平均89.57143円の92.6635％の１株あた 

    り83円とした。 

 (15)新株予約権の行使により発行する株式の発行価額 

     中資本に組み入れない額 

     新株予約権の行使により発行する株式の発行価額 

    中、資本に組み入れない額は、当該発行価額より 

    資本に組み入れる額を減じた額とします。資本に 

    組み入れる額とは、当該発行価額に0.5を乗じた額 

    とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合 

    は、その端数を切り上げた額とします。 

 (16)新株予約権の行使により発行された当社普通株式 

     に対する利益配当等の計算 

     本新株予約権の行使により交付する株式に関する 

    最初の利益配当金又は中間配当金（商法293条ノ５ 

    による金銭の分配）は、本新株予約権の行使が１ 

    月１日から６月30日までになされたときは１月１ 

    日に、７月１日から12月31日までになされたとき 

    は７月１日に、それぞれ行使があったものとみな 

    して、これを支払います。 

 (17)新株予約権の行使期間 

    平成17年10月２日より平成17年12月27日としま 

    す。 

 (18)新株予約権の行使条件 

    各新株予約権の行使に当たっては、一部行使は出 

    来ないものとします。 

 (19)新株予約権の消却事由及び消却条件 

      当社が吸収合併による消滅並びに株式交換又は 

    株式移転により他の会社の完全子会社となること 

    を、当社の株主総会で決議した場合、未行使の新 

    株予約権の全部を無償にて消却することがで 

  き ま す。 

 (20)譲渡制限 

   本新株予約権の譲渡については、取締役会の承 

  認を受けなければこれをすることができないもの 

  とします。 

 (21)新株予約権の行使請求受付場所 

   当社管理本部 

 (22)新株予約権の行使に際して払込を取り扱う銀行及 

   びその取扱の場所 

   株式会社三井住友銀行 新橋支店 

 (23)新株予約権証券の発行 

   新株予約権証券は、新株予約権者の請求がある 

  ときに限り、当社はこれを発行します。 

 (24)前記各号については、証券取引法に基づく届出の 

   効力発生を条件とします。

(3) 譲受け対象店舗等の資産、負債の項目 

    譲受ける資産は、対象店舗の有形固定資産、敷 

  金・保証金、棚卸資産・商品在庫等とし、負債の 

    譲受けは行いません。

(4) 譲受け価額及び決済方法 

  ① 譲受け価額  ２億3000万円を予定しておりま 

         す。 

  ② 決済方法は平成18年８月16日に譲受け、その代金 

     は現金で決済いたします。

    
（子会社JAMERIC JAPAN Inc.設立の詳細確定について）
 平成18年7月25日に開示いたしました「JAMERIC Inc.

と共同出資による子会社設立に関するお知らせ」に関す

る詳細が平成18年８月28日に確定いたしました。

1. 設立会社の概要 

（1） 商号     株式会社ジャメリック・ジャパン  

         （JAMERIC JAPAN Inc.） 

（2） 設立年月日  平成18年８月15日 

（3） 本店所在地  東京都渋谷区神宮前３－39－５ 

（4） 代表者名   代表取締役社長 柴田敏一 

（5） 資本金    3,000万円 

（6） 大株主構成  ニューディール株式会社  51％ 

          JAMERIC Inc.       49％ 

（7） 主な事業内容 アパレル製品の卸、販売、輸出入 

          新規アパレルブランドの企画、立 

          案 

（8） 決算期       ６月30日 

（9） 役員構成     代表取締役 柴田敏一 

                  取締役     向田尊洋 

                             （当社代表取締役） 

                  取締役     森雪 

                  取締役     浅倉由香 

                  取締役     松野史明 

                  監査役     今泉長男 

（10） 従業員数    ８名 

（11） 当社との資本関係、人的関係、取引関係 

     ① 資本関係 当社51％、JAMERIC Inc.49％出資に 

        より設立いたします。 

     ② 人的関係 当社の役員１名が取締役を兼務いた 

        します。 

     ③ 取引関係 現状においては特にございません。

2. 今後の見通し 

  当該子会社による平成19年６月期当社グループ連結業

績に与える影響は、売上高2,145百万円、営業利益527百

万円を予定しております。 

 



 
  

  
    
  

前事業年度
(自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日)

当事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

 

 

３ 新株予約権発行の日程

平成17年９月13日(火) 新株予約権発行決議

平成17年９月13日(火) 有価証券届出書提出

平成17年９月16日(金)(予定)
新株予約権発行に関す
る法定公告掲出日

平成17年９月21日(水)(予定)
有価証券届出書効力発
生

平成17年10月１日(土)(予定)
新株予約権払込期日・
新株予約権発行日

平成17年10月２日(日)(予定) 新株予約権行使開始日

４ 新株予約権行使後の発行済株式総数の推移

現在の発行済株式総数 72,654,900株

ストックオプション未行使分
(発行日：平成15年11月27日)

1,396,000株

第４回新株予約権未行使分 120,000,000株

第５回新株予約権未行使分 12,000,000株

新株予約権行使後の発行済
株式総数

206,050,900株

５ 新株予約権発行の理由及び資金の使途

  ①新株予約権発行の理由 事業の構築・拡大 

  ②増資調達資金の使途  連結子会社（株式会社 

              エヌディーサービス） 

              事業の構築・拡大



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【有形固定資産等明細表】 

  

 

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

投資有 
価証券

その他有価証券 株式会社フーガ 190 13,208

合計 ― 13,208

資産の種類 期首残高

当  期 当  期

期末残高

当期末減価償

却累計額又は

償却累計額 当期償却額

差引当期末 

残高増加額 減少額

有形固定資産

建物及び構築物 147,949 648,246 29,694 766,502 64,532 60,426 701,969 

工具器具及び備品 37,474 22,923 ― 60,398 35,986 5,843 24,411 

車両及び運搬具 1,566 ― 1,566 ― ― 344 ―

建設仮勘定 ― 804,578 ― 804,578 ― ― 804,578

有形固定資産計 186,990 1,475,749 31,260 1,631,479 100,519 66,614 1,530,959 

無形固定資産

営業権 59,110 ―
59,110 

― ― ― ―
(36,943)

商標権 ― 4,761 ― 4,761 39 39 4,722 

ソフトウェア 173,987 27,469 
115,520 

85,936 44,792 4,419 41,144 
(115,520)

コンテンツ使用許諾料 32,380 ―
32,380 

― ― ― ―
(29,142)

電話加入権 400 ― ― 400 ― ― 400

  無形固定資産計 265,878 32,230 
207,010 

91,097 44,831 4,459 46,266 
(181,606)

長期前払費用 119,778 50,000 
111,378 

58,400 15,344 6,944 43,055 
(111,378)

(注)１ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物及び構築物 ホットヨガスタジオリュウ馬車道店の開設に伴うもの 38,206千円

ホットヨガスタジオリュウ渋谷店の開設に伴うもの 32,519千円

ホットヨガスタジオリュウ恵比寿店の開設に伴うもの 39,213千円

ホットヨガサロンラビエ立川店の開設に伴うもの 63,896千円

ホットヨガサロンラビエ大宮店の開設に伴うもの 53,699千円

ホットヨガサロンラビエ横浜店の開設に伴うもの 33,988千円

ホットヨガサロンラビエ千葉店の開設に伴うもの 41,786千円

ホットヨガサロンラビエ本厚木店の開設に伴うもの 36,025千円

ホットヨガサロンラビエ津田沼店の開設に伴うもの 46,340千円

ホットヨガサロンラビエ神楽坂店の開設に伴うもの 57,157千円

ホットヨガサロンラビエ六本木店の開設に伴うもの 50,288千円

ホットヨガサロンラビエ柏店の開設に伴うもの 35,786千円

ホットヨガサロンラビエ北千住店の開設に伴うもの 37,888千円

ホットヨガサロンラビエ川崎店の開設に伴うもの 43,671千円

ホットヨガサロンラビエ藤沢店の開設に伴うもの 35,619千円

工具器具及び備品 ホットヨガスタジオリュウ顧客管理システム店舗機器 6,840千円

長期前払費用 風力発電事業に係る業務提携契約金 50,000千円



 
  

【引当金明細表】 

  

 
 (注) 当期減少額の「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 
  

２ 当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物及び構築物 ホットヨガスタジオリュウ南森町店の売却によるもの 29,694千円

なお、「当期減少額」欄の（  ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

区分
期首残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金(注) 94,357 760,046 ― 94,357 760,046



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 売掛金 

  

 
  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税が含まれております。 

  

区分 金額(千円)

現金 4,929

預金

普通預金 50,620

合計 55,549

相手先 金額(千円)

株式会社ドクターＢｅｅ 1,050,000

株式会社ケイエス 1,000,000

井伊孝友 800,000

株式会社フーガ 248,018

株式会社シーエスエム 10,000

その他 150,962

合計 3,258,980

前期繰越残高 
(千円) 
Ａ

当期発生高(千円)
 
Ｂ

当期回収高(千円)
 
Ｃ

次期繰越高(千円)
 
Ｄ

 

回収率(％)

Ｃ
×100

Ａ＋Ｂ

滞留期間(日)
Ａ＋Ｄ
２
Ｂ
365

1,600,698 3,420,223 1,761,941 3,258,980 35.1 259.3



③ たな卸資産 

  

 
  

④ 前渡金 

  

 
  

⑤ 短期貸付金 

  

 
  

品名 金額(千円)

商品

絵画 2,558,303

土地 647,216

その他 6,619

合計 3,212,138

相手先 金額(千円)

株式会社エヌジーエル 200,000

株式会社為 75,000

ピー・エフ・アイコンサルティング株式会社 56,000

日本再生エネルギー株式会社 10,500

その他 14,399

合計 355,899

相手先 金額(千円)

株式会社エヌディーサービス 752,800

セイユーシステムズ株式会社 40,389

株式会社フーガ 15,441

その他 10,000

合計 818,630



⑥ 敷金保証金 

  

 
  

⑦ 買掛金 

  

 
  

相手先 金額(千円)

株式会社ペットフォレストアカデミー 24,177

安田不動産株式会社 23,501

国際航業株式会社 21,898

株式会社サンアップ 20,440

株式会社エノックス 18,932

株式会社花茂本店 14,630

株式会社三共石油商会 13,202

有限会社横浜エムエス 12,395

菊屋ビルディング株式会社 11,398

有限会社ケイダブリューオー・フォース 11,393

株式会社アート宝飾 11,356

株式会社ミスターマックス 10,000

その他 34,048

合計 227,373

相手先 金額(千円)

井伊孝友 90,000

その他 2,782

合計 92,782



⑧ 未払金 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(千円)

アートコム株式会社 40,272

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 24,186

井伊孝友 20,000

株式会社サンバリュウ 9,373

大阪府中央府税事務所 4,660

その他 42,699

合計 141,192



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

  

  

決算期 ６月30日

定時株主総会 ９月26日

基準日 ６月30日

株券の種類 10,000株券及び１,000株券

中間配当基準日 12月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

  取扱場所 東京都千代田区丸ノ内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸ノ内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

野村證券株式会社 全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

  取扱場所 東京都千代田区丸ノ内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸ノ内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

野村證券株式会社 全国各支店

  買取手数料 無料

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当該事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 
  
(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第７期(自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日) 

平成17年９月28日関東財務局長に提出 
  
(2) 半期報告書 

事業年度 第８期中(自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日) 

平成18年３月17日関東財務局長に提出 
  
(3) 臨時報告書（主要株主の異動） 

平成17年７月15日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨時報告書であります。 

平成17年10月７日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨時報告書であります。 

平成17年10月14日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨時報告書であります。 

平成17年12月19日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨時報告書であります。 

平成17年12月22日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨時報告書であります。 

平成18年３月31日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨時報告書であります。 

平成18年４月７日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨時報告書であります。 

平成18年４月10日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨時報告書であります。 
  
(4) 臨時報告書（代表取締役の異動） 

平成17年11月30日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規定に基づく臨時報告書であります。 
  
(5) 臨時報告書（事業の一部譲受け） 

平成18年８月10日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第８号の規定に基づく臨時報告書であります。 
  
(6) 有価証券届出書（第三者割当による新株予約権の発行）及びその添付書類 

平成17年９月13日関東財務局長に提出 

平成17年10月21日関東財務局長に提出 

平成18年６月８日関東財務局長に提出 
  
(7) 有価証券届出書の訂正届出書 

平成17年９月28日関東財務局長に提出 

平成17年９月13日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 

平成17年９月27日

ニューディール株式会社 
取締役会 御中 

アスカ監査法人 
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているニューディール株式会社の平成16年7月1日から平成17年6月30日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び

連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。 

監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当

監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ニューディール株式会社及び連結子会社の平成17年6月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

追記情報 

(1) 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は、当連結会計年度において営業活動によるキ

ャッシュ・フロー面において△1,861,597千円となり、継続的に営業活動によるキャッシュ・フローの

マイナスが続いている。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該

状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成さ

れており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。 

(2) 重要な後発事象に記載されているとおり、 

1) 平成17年７月１日をもって会社は普通株式10株を１株に併合し同時に１単元の株式数を 

1,000株より100株に変更した。 

2) 株式会社ビジネスアイとの業務提携については契約期日満了日である平成17年８月18日を 

  もって解消された。 

     3) 会社は、平成17年９月13日開催の取締役会において、株主以外の者に対し第５回新株予約権を

発行することを決議した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

 

  

指定社員
公認会計士   田 中  大 丸   ㊞

業務執行社員

指定社員
公認会計士   宮 川  愼 哉   ㊞

業務執行社員

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
 



独立監査人の監査報告書 

平成18年９月26日

ニューディール株式会社 
取締役会 御中 

アスカ監査法人 
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているニューディール株式会社の平成17年７月１日から平成18年６月30日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。 

監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当

監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、ニューディール株式会社及び連結子会社の平成18年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

  

追記情報 

（１） 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は、当連結会計年度に1,145,321千円の当期純

損失を計上している。また、営業活動によるキャッシュ・フロー面においても、△4,586,460千円と

なり前連結会計年度に引続き、継続的に営業活動によるキャッシュ・フローのマイナスが続いてい

る。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営

計画等は当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、この

ような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。 

（２） 会計処理の変更に関する注記に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から固定資産の減損に係

る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

（３） 重要な後発事象に関する注記に記載のとおり、 

１） 会社は、平成18年７月25日開催の取締役会において、女性ファッション業界へ事業参入する事

を目的として、会社51％、JAMERIC Inc. 49％出資による子会社を設立することを決議し、平成18

年８月15日付で、商号を株式会社ジャメリック・ジャパン（JAMERIC JAPAN Inc.）とする子会社

を設立した。 

２） 会社は、平成18年８月９日開催の取締役会において、平成18年８月16日をもってアートコム株

式会社のホット・ヨガ事業部における営業店舗のうち関東３店舗に係る資産等を譲り受けること

を決議した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

指定社員
公認会計士   田 中  大 丸   ㊞

業務執行社員

指定社員
公認会計士   宮 川  愼 哉   ㊞

業務執行社員

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。



独立監査人の監査報告書 

平成17年９月27日

ニューディール株式会社 
取締役会 御中 

アスカ監査法人 
 

  
 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるニューディール株式会社の平成16年7月1日から平成17年6月30日までの第7期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。 

監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ニューディール株式会社の平成17年6月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

(1) 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は、当事業年度において営業活動によるキャッ

シュ・フロー面において△1,685,814千円となり、継続的に営業活動によるキャッシュ・フローのマイ

ナスが続いている。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況

に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 

(2) 重要な後発事象に記載されているとおり、 

1) 平成17年７月１日をもって会社は普通株式10株を１株に併合し同時に１単元の株式数を 

1,000株より100株に変更した。 

2) 株式会社ビジネスアイとの業務提携については契約期日満了日である平成17年８月18日を 

  もって解消された。 

3) 会社は、平成17年９月13日開催の取締役会において、株主以外の者に対し第５回新株予約権を

発行することを決議した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                                             以 上 
  

 
  

指定社員
公認会計士   田 中  大 丸   ㊞

業務執行社員

指定社員
公認会計士   宮 川  愼 哉   ㊞

業務執行社員

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。



独立監査人の監査報告書 

平成18年９月26日

ニューディール株式会社 
取締役会 御中 

アスカ監査法人 
 

  
 

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているニューディール株式会社の平成17年７月１日から平成18年６月30日までの第８期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細

表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。 

監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、ニューディール株式会社の平成18年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

（１） 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は、当事業年度に910,350千円の当期純 

損失を計上している。また、営業活動によるキャッシュ・フロー面においても、△4,268,430千円と

なり前事業年度に引き続き、継続的に営業活動によるキャッシュ・フローのマイナスが続いてい

る。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営

計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このよう

な重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 

（２） 会計処理の変更に関する注記に記載のとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係 

る会計基準を適用しているため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

（３） 重要な後発事象に関する注記に記載のとおり、 

１） 会社は、平成18年７月25日開催の取締役会において、女性ファッション業界へ事業参入する事

を目的として、会社51％、JAMERIC Inc. 49％出資による子会社を設立することを決議し、平成18

年８月15日付で、商号を株式会社ジャメリック・ジャパン（JAMERIC JAPAN Inc.）とする子会社

を設立した。 

２） 会社は、平成18年８月９日開催の取締役会において、平成18年８月16日をもってアートコム株

式会社のホット・ヨガ事業部における営業店舗のうち関東３店舗に係る資産等を譲り受けること

を決議した。 

    

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                                             以 上 

  

指定社員
公認会計士   田 中  大 丸   ㊞

業務執行社員

指定社員
公認会計士   宮 川  愼 哉   ㊞

業務執行社員

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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